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第2章 転換期を迎える現代通信

第1節 新 しい通信 メデ ィアの進展

1通 信 メデ ィアの進展を支える技術革新

近年における電子技術の飛躍的な進歩は,既 存通信 メディアの普及 ・発展

に大 きな役割を果たすとともに,社 会 ・経済活動の進展に伴 う多種多様な新

しい通信に対する需要に応 じ,デ ータ通信 ・画像通信等の高度かつ多様な新

しい情報通信メディアの創出とその目覚ましい発展をもた らしている。

この新 しい情報通信分野の発展は,今 後の社会 ・経済活動の変革と発展を

促す重要なかぎとなるものと期待されている。本項ではこのような新しい情

報通信分野の発展に目覚ましい影響を与えつつある代表的な先端技術の状況

について述べ新 しい通信メディアとのかかわ りについて記述する。

(1)集 積回路技術

微細な素子を大量に組み合わせて作 られる集積回路は,電 子計算機への導

入によりその基礎を築いた。以来集積回路の集積化は急速に進み,い まや数

mm四 方のシリコン片上に数十万個の記憶素子をち りばめた記憶容量64kビ

ットの大規模集積回路が市場に出回り始めている。

このような集積回路技術の進歩は情報通信装置の種 々の分野に多 くの効果

をもたらしている。

記憶素子と論理素子の集積度は第1-2-1図 のとお りの推移を示 してお り

毎年約2倍 ずつの集積度の改善が続いている。また集積度向上により第1-2

-2図 のとお り年約40%の 割合で低廉化傾向が続いている。

第1-2-3図 は,汎 用大型電子計算機の主記憶装置が高集積化 に よ り小

型,軽 量化 されていることを示 している。

この結果,各 種の通信装置は飛躍的に小形化,経 済化が図られ,真 空管時
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第1-2-1図 記憶素子 と論 理素子の集積度向上 推移
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代には 約0.5m3の スペースを 必要 とした主記億装置が現在では約2cm3と

数十万分の1と 小型にな り,故 障の際にもパネルの取替等によるなど保守の

簡易化が実現 し得るに至った。

さらに集積回路の演算機能,記 憶容量が飛躍的に増大した ことによって,

様々な機能を持った装置,機 器が出現 し,様 々な機能を経済的かつ容易に実

現 し得ることとなった。

第1-2-4図 は汎用大型電子計算機の主記憶装置に供給する電力が高集積

化により大幅に減少していることを示 している。

データ通信,各 種の画像通信を始め,宇 宙通信などの新 しい高 度 な通 信
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記憶素子 の容量別にみた価格の低減 曲線

0.1

0,08

0.05

0.03

0.02

0.01

1970年'72'74'76'78'80'82784

日 本 電 子 工 業 振 興 協 会 資 料 に よ る 。

＼

トンビ凪6

卜
1 卜

ー

ンビK6

トノビ

＼

＼
撫

凪

一

一

曹

一

一

一

一

一

2.5

体2.0

積

(m8)1.5

1.0

0.5

第1-2-3図 小形化の傾向図

1メガバイトあたりの
体積を表わす

0
コア メモ リ4Kピ ットメモリ ユ6Kビットメモリ

使 用 使用 使用

齢 鋪(棄手繍

電電公社資料に よる。



一44一 第1部 総 論

第1-2-4図
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は,こ のような素子の出現によって,現 在み られるような発展が可能になっ

たものといえる。

今後も高集積化は著 しく進むことが予想され,通 信網,各 種端末機器など

の高度化を促し新 しい通信 メディアの進展に大 きな影響を与えるものと思わ

れる。

(2)光 ワァイバ通信

集積回路技術と並んで情報通信分野に重要な変革をもたらすと予測されて

いるものに光ファイバ通信技術がある。

光ファイバ通信は,伝 送路としてグラス ・ファイバを使い光に情報をのせ

て通信を行 うものであ り,テ レビやラジオの放送波あるいはマイクロ波に比

べて情報通信容量が格段に大きく,損 失が少ないなどか ら近年特に注 目を集

めている。

光ファイバ通信の特徴は次のとお りである。①細芯 ・軽量。 グラス ・ファ

イバの直径は0.2m皿 以下で同軸ケーブル等の既存ケーブルの数十分の1で

ある。また重量も銅の数百分の1で ある。②低損失。既存のケーブルに比べ
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中継器なしで通信できる距離が数倍長い。③大容量。多量の情報を同時に伝

えることが可能である。④無誘導。外部の雑音に影響を受け な い。⑤ 省資

源。 グラス ・ファイバの材料となる珪素は地球上に無尽蔵に存在するため資

源の問題が少ない。

第1-2-5図 は,既 存通信方式と光ファイバ通信方式の経済性を比較 した

ものである。今後は材料技術及び製造技術の進歩により量産化が行われるに

従 って生産 コス トもいずれ大幅に低減 し,デ ータ通信,CATVな どの通 信

媒体 として活発な開発が促進されることとなろう。

第1-2-5図 光ファイバ通信方式の経済性
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(3)宇 宙 通 信

世 界 的規 模 で行 わ れ る情 報 通 信 に 大 きな変 革 を 与 え つ つ あ る もの に宇 宙 通

信 が あ る。

宇 宙 通 信 は 既 存 の通 信 回線 に比 較 して 高 品質 の情 報 を 地球 上 の ど こへ も地
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形に関係なく広い範囲にわた り伝送できる等の特徴を持ってお り,情 報流通

の国際化とい う時代の要請にこたえるか っこうの通信手段 として飛躍的な技

術進歩と量的拡大を遂げている。

1965年 に打ち上げられたインテルサット1号 の通信容量は電話240回 線に

すぎなかったが,IV号 一A衛 星の通信容量は約6,000回 線であり実に25倍 以

上の容量を持つに至っている。

第1-2-6図 通信容量 の推移
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今や世界中の主要都市間は即時通話が可能 とな り,国 内通信と同様にいつ

でも,だ れとでも通信が可能 となった。宇宙通信は陸上だけでなく船舶用の

通信手段 としても既に使用 されており,航 空機等 との通信にも利用されるこ

とが期待される。このように多様化するサービスに対応するため種々の技術

開発が進んでいる。最近の電波技術の進歩は,衛 星からの送信電波を地球上

の特定地域に集中することを可能とし,こ の結果受信アンテナの小形化が可

能となった。また衛星に用いられる周波数帯が不足することのないように新

しい周波数帯の開発も進められている。一方静止軌道に打上げ可能な衛星の

数には限度がある。静止軌道を有効に利用す るため同一軌道条件をもつ複数

の衛星を一つの大型構i造物にまとめて電力,推 進制御等を共用 し効率 よく軌

道を使用する計画もある。

近い将来宇宙連絡船スペース ・シヤ トルの登場が予定 されてお りこれによ

り衛星の打上げコス トは一層経済的になるであろう。宇宙通信は今後開発が

進むに従い新しい情報通信サービスの普及に寄与 していくものと期待されて

いる。

2高 度化 ・多様 化す る通信 メデ ィア

近 時 にお け るエ レク トロ ニ クス技 術 の 急 速 な発 展 と経 済 社 会 の高 度 化 は,

通 信 手 段 の 高 度 化 ・多様 化 を もた ら しつ つ あ る。

(1)画 像 通 信

ア.フ7ク シ ミ リ通 信 と電 子 郵 便

フ ァ ク シ ミリ通 信 は,漢 字 を 用 い る我 が 国 に適 した 通 信 手 段 で あ る とい え

るが,従 来,私 設 線 又 は 専 用 線 の 利 用 に制 限 され てい た た め 気 象,新 聞,警

察,電 報 用 な ど官公 庁や 特 殊 な用 途 に 限 られ て いた 。 しか し,46年 の 公 衆 電

気 通 信 法 の改 正 に よ る公 衆電 気 通 信 網 の開 放 と と もに,近 年 に お け る技 術 革

新 に ょ り,フ ァ ク シ ミリの高 性能 化 と低 コス ト化 が 進 め られ た こ と も あ っ

て,フ ァ クシ ミリは 急 速 に 普及 し,現 在 は,米 国 に 次 い で世 界 第2位 に当 た

る10万 台 を超 す 普 及 台 数 とな って い る.
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また,近 年のファクシ ミリ等の新 しい通信技術の進歩は,郵 便の利用態様

にも種々の影響を及ぼすと予想されてお り,各 方面から電子郵便に対す る関

心を喚起することとなった。我が国においては,郵 政省が50年 度から電子郵

便に関する将来性,技 術的可能性等について調査研究を進めている。

イ.CATV

CATVは,一 般には高感度のアンテナで受信 した良質のテレビ ジョン信

号を同軸ケーブルのような広帯域伝送路を通 して各家庭のテレビジョン受像

機に分配するシステムであ り,我 が国においては,主 として辺地におけるテ

レビジョン放送難視聴解消を図る共同受信施設として普及 してきた。最近で

は,都 市における高層建築物等に起因す るテ レビジョン放送受信障害対策に

利用 されているほか,地 域社会に密着 した自主放送を行 うものも増加 しつつ

ある。また,CATVシ ステムを構成する同軸ケーブル等は,極 めて多 量 の

情報を伝送す る能力があるところから,こ れに双方向性機能を持たせた り,

コンピュータと結んだ りして多種多彩な情報を提供するコミュニティ・ネッ

トワークとして普及発展す ることが期待 されている。

ウ.新 しい情報 メディア

画像通信の中では,こ のほか,文 字図形情報システムの発展がみ られる。

これは,特 定の個別情報を受け手主導で入手できるシステムで,現 在,世 界

各国で開発が進められてお り,我 が国では,郵 政省と電電公社が共同してキ

ャプテン・システムと呼ぽれる文字図形情報 システムの実験を54年12月 から

実施 している。

また,放 送メデ ィアにおいて新 しい技術の展開として注 目され るのは多重

放送である。多重放送は,テ レビジョン放送やFM放 送の電波に別の信号を

重畳 して同時に放送を行 う方式であ り,53年9月 には,こ のうちテレビジョ

ン音声多重放送(ス テ レオホニック放送,翻 訳に よる2か 国語放送)を 試験

的に実施するための措置がとられた。多重放送にはこのほか文字放送,静 止

画放送,フ ァクシ ミリ放送が考えられ,電 波資源の有効利用と共に多種多様

な情報を入手できるシステムとして,今 後の発展が期待されている。
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(2)デ ー タ 通信

デ ー タ通 信 は,46年 に制 度 が法 定 化 され て 以 来 順調 な発 展 を 遂 げ て きた が,

更 に,最 近 に お け る通 信 技 術 及 び コ ン ピ ュー タ技 術 の 発 展 に伴 い,そ の処 理

内 容,利 用 形 態 は よ り高 度 化,複 雑 化す る と とも に広 域 化 の傾 向 に あ る。

また,豊 富 な情 報 を 迅 速 か つ 適 切 に収 集 し,そ れ を 効 率 的 に 利用 す る こと

に よ り,社 会 に お け る諸 活 動 を 適 切 か つ効 率 化 して い くた め の デ ー タベ ース

シ ステ ムの重 要 性 が認 識 され つ つ あ る。 さ らに,今 後 は,単 独 の シ ステ ムが

通 信 網 を 介 して コ ン ピ ュー タ ネ ッ トワ ー ク と して機 能 す る高 度 なユ ーテ ィ リ

テ ィを 持 った シス テ ム の出 現 が 考 え られ る。

(3)宇 宙 通 信

イ ンテル サ ッ トや諸 外 国 の 国 内衛 星 通 信 シ ステ ムに み られ る よ うに,各 国

に お い て衛 星 通 信 技術 の研 究 開発 が 活 発 に進 め られ て お り,今 後 も社 会 の高

度化,多 様 化 に 伴 う通 信 需 要 の増 大 と多 様 化 に よ って 宇宙 通 信 の重 要 性 は 一

段 と高 ま る もの と予 想 され る。

我 が 国 にお い て も衛 星利 用 の本 格 化 に 向け て各 種 実験 が進 め られ てお り,

通 信 衛 星 の分 野 で は,52年12月 に実 験 用 中容 量 静 止 通 信 衛 星(CS)「 さ くら」

が 打 ち上 げ られ,さ らに放 送 衛 星 の分 野 では,実 験 用 中型 放 送 衛 星(BS)

「ゆ り」 が53年4月 に 打 ち上 げ られ 各 種 の実 験 が 進 め られ て お り,現 在 ま で

に 多大 の成 果 が 得 られ て い る。 この よ うな実 験 の成 果 を踏 まえ て,1980年 代

の 半 ぽ には い よい よ実 用 の 通信 ・放 送 衛 星 が打 ち上 げ られ る こ と とな り,通

信 需要 へ の対 応,テ レビ ジ ョン放送 の難 視 聴 解 消 等 が 図 られ る もの と期 待 さ

れ て い る。

(4)新 しいネ ッ トワー ク

超LSIや コ ン ピュ ー タに 代表 され る デ ィジ タル技 術 の発 達 ぽ,電 気 通 信

ネ ッ トワー ク自体 に 本質 的 な変 化 を もた ら しつつ あ る。 従 来,音 声,符 号 等

に つ い て は,そ れ ぞれ 独 立 した ネ ッ トワ ー クが構 成 され て い た が,将 来,こ

れ らを 包 含 した デ ィ ジタ ル通 信 網 が 構 成 され る可 能 性 も予 想 され て い る。 既

に デ ー タ通 信 の た め の デ ィジ タ ル交 換 技 術 を用 いた 回 線 交換 サ ー ビス とパ ケ
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ッ ト交 換 サ ー ビスが,電 電 公 社 に よ って 開始 され て い る。

第2節 新 しい通信 メディアの経済的社会的影響

1画 像 通 信

(1)急 成長 す るフ ァク シ ミ リ通信

ア.躍 進 期 に 入 る フ ァ ク シ ミリ

文 字,図 形,写 真,そ の他 これ に類 す る様 々な 画 像 情 報 を 電 送 す る こ との

で き る フ ァ クシ ミ リは,46年 の公 衆 電 気 通 信 法 の改 正 を 契 機 に生 産 台数 ・生

産 額 と もに急 速 に増 加 して お り,1980年 代 セこは一 層 の躍 進 期 に入 る もの と期

第1-2-7図7ア クシ ミリ業種別設置台数の推移
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待 され て い る。

フ ァ ク シ ミ リの総 設 置 台 数 は 第1-2-7図 でみ る とお り5年 ごとに3倍 に

近 い 成長 を示 して お り,な か で も金 融業,製 造 業 等 の 一般 民 間企 業 で利 用 さ

れ る フ ァ ク シ ミ リは42年 以 降,実 に 約70倍 とい う急 激 な伸 び を示 してい る。

これ らの 中 で も,加 入 電 話 網 を利 用 した フ ァ クシ ミ リの設 置 台数 が 急 速 に

第1-2-8図 電話網 利用フ ァクシ ミリの機種別設置 台数の推移
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増 え,第1-2-8図 の とお り,47年 度 末 に は千 台 そ こそ こ で あ った もの が,

50年 度 末 に は1万 台 を超 え,54年 度 末 に は 約10万 台 に ま で達 して い る。 ま

た,機 種 別 の 設 置 台数 につ い てみ る と,G1機(低 速 機)に 比 べ,近 年G2

機(中 速 機),G3機(高 速 機)の 伸 び が 著 し く,フ ァ クシ ミ リ需 要 の 高 度

化 傾 向を 表 わ して い る。

一 方 ,こ の よ うな急 速 な フ ァ クシ ミリ通 信 の需 要 増 に対 応 し,フ ァ ク シ ミ

リの生 産 額 も第1-2-9図 の とお り,54年 度 末 に は総 生 産 額 が669億 円,対

前 年 度 比49%増 と急 激 な伸 び を 示 す に 至 った 。 また,通 信 機 械 工 業 会 の調 査

に よれ ば,現 在 の需要 動 向 か らみ て,フ ァ ク シ ミ リ産 業 は 今 後 も極 め て高 い

第1-2-9図7ア クシ ミリ生産実績の推移
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通 産 省 「生 産 動 態 統 計 調 査 」等 に よ り作 成 。
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成長 が見 込 まれ,56年 度 に は1千 億 円 の 生 産額 に達 す る もの と予 想 され て い

る。

イ 。既 存 メデ ィアか ら フ ァ クシ ミリへ の移 行

近 年 の フ ァ ク シ ミリ需 要 の急 激 な 伸 び の理 由 と して は,企 業 の情 報 ニ ーズ

の高 度 化 と とも に,こ れ に 対 応 す る フ ァ ク シ ミリ関 連 技 術 の進 展,通 信 方 式

の標 準 化 の実 施 等 が考 え られ るが,一 方,迅 速 な記 録 通 信 手段 と して の フ ァ

ク シ ミリの利 点 が 広 く認 識 され,既 存 の他 メデ ィアか らの 移行 が行 わ れ た こ

とが大 きな要 因 と考 え られ る。

第1-2-10図 は,こ の移 行現 象 を通 信 料 の面 か ら調 査 した もの で あ るが,

これ に よれ ぽ,全 業 種 平 均 では現 在 支 払 って い る通 信料 の うち,32.9%が 電

話 か ら,29.7%が テ レ ッ クスか ら,22,6%が 郵 便 か ら とな って お り種 々 の既

存 メ デ ィアか ら フ ァ クシ ミ リへ の移 行 が 行 わ れ て い る こ とを示 して い る。

第1-2-10図 既存 メデ ィアか ら7ア ク

シ ミリへの移行状況

(財)未 来工学研究所資料に よる。

ウ.今 後 の課 題 と展 望

(ガ 発 展 のた め の課 題

現 在,フ ァ クシ ミ リ通 信 は大 きな成 長 を 遂 げ つ つ あ る が,フ ァ クシ ミ リ
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を企 業 活動 や 国民 生 活 に一 層 役 立 たせ るた め に は,今 後 解 決 す べ き課 題 も

残 され て い る。

まず 第 一 に異 機 種 フ ァ クシ ミリ相 互 間 の通 信 を 可 能 とす るた め の通 信 方

式 の標 準 化 が あ げ られ る。 電 話 型 回 線 を 使 用 した フ ァ ク シ ミリ装 置(G1

機i,G2機 及 びG3機)に つ い て は,既 に国 際 電 信 電 話 諮 問 委 員 会(CCIT

T)に おい て国 際 規 格 の 勧 告 が な され てお り,我 が 国で は郵 政 省 に お い て

相 互 接 続 の 通 信 試験 を実 施 し(G2機,G3機)勧 告 案 の 内 容 の 確 認 を行

っ てい る。 また,今 後 は,公 衆 デ ィジ タル デ ー タ網 を利 用 したG4機 にっ

い ての 標準 化 が検 討 課題 とな るが,こ の デ ィジ タ ル デ ー タ網 フ ァ ク シ ミ リ

は,将 来 極 め て 広 い 利用 可能 性 を 持 つ もの で あ り,郵 政 省 に お い て,概 念

整 理,適 用 領 域 等 に 重点 を 置 い て 検 討 を 進 め て い る。

次 に,フ ァ ク シ ミ リを小 規 模 事 業所 か ら更 に 一 般 家 庭 ま で広 く普 及 を 図

る た め に,操 作 が簡 単 で 低廉 な端 末機 器 の 開発 導 入 が あ げ られ る。 ま た,

これ と関 連 して,通 信 コス トの経 済 化 等 を 図 るた め,フ ァ ク シ ミリ専 用 の

網(デ ィ ジ タル網)の 新 た な構 築 につ い て,現 在 開 発 を 進 め て い る。

(イ)総 合 的 な フ ァ ク シ ミ リ通 信 シス テ ムの展 望

フ ァ ク シ ミ リは 今 後 と も,技 術 革 新 の進 展等 に よ り,多 様 な発 展 が期 待

され て い る。 そ の 中心 とな る の は電 子 計 算 機 と結 合 され た 通 信 形 態 を とる

総 合 フ ァ ク シ ミ リ通 信 シス テ ム と して の発 展 で あ る。 特 に,漢 字 ・ひ らが

な 文 を 主体 とす る我 が 国 の 企 業 に と っ て,こ の シス テ ムは,企 業 の合 理

化,省 力化 を 目的 と した いわ ゆ る"オ フ ィス ・オ ー トメ ー シ ョ ン"の 中 で

も大 きな役 割 を果 たす もの と予 想 され る。

一方
,こ うした高 度 化 ・多 様 化 した フ ァ クシ ミ リ通 信 とあ い ま って,操

作 が 簡 単 で 低廉 な フ ァ ク シ ミ リが企 業 か ら一 般 家 庭 に ま で普 及 す る よ うに

な る と,電 子 郵 便,ビ デ オ テ ック ス,フ ァ クシ ミ リ新 聞 等 の新 しい メデ ィ

ア の展 開 が 予 測 され,こ れ らの メ デ ィア と電報,テ レ ッ クス等 と い った 既

存 の記 録系 通信 メデ ィ ア との 競 合 の 問 題 が 生 じ,記 録 系 通 信 メ デ ィア全 体

の 領 域 の調 整 等 メデ ィア構 造 の 変 革 に 伴 う諸 問 題 の検 討 が 必 要 と され る。
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(2)発 展 す るCATV

ア.順 調 な普 及

我 が 国 に おけ る有 線 テ レビ ジ ョン放送(CATV)は 第1-2-11図 に見 られ

る よ うに着 実 に 普 及 して きて お り,54年 度 末 では 施 設数 約2万5千,受 信 契

約 者 数 約272万 と,51年 度 末 に 比 べ3年 間 にほ ぼ1.5倍 と な った 。 ち な み に,54

年 度 末 の受 信 契 約 者 数 は 同時 期 のNHK受 信 契 約 者総 数 約2,893万 の9.4%に

達 して い る。 施 設 規 模 別 の受 信 契約 者 の伸 び率 を み る と,許 可施 設(引 込 端

第1-2-11図CATV受 信契約者数及び 施設数
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(注)1.()内 は,施 設数を表 わす。

2.引 込端子数50以 下の施設 で自主放送を行 うものは,小 規模施設 として計

上せず,届 出施設に含める。

3.48年 度か ら50年度 までの届 出施設,小 規模 施設 の施設数及 び受信契約者

数は,推 計 による。
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子 数501以 上)に お け る新 規受 信 契 約 者 が最 も多 く31.2%の 増,次 い で 届 出

施 設(引 込 端 子 数51～500)が15.6%,小 規 模 施 設(引 込 端 子 数50以 下)

10.5%の 増 であ る。

この よ うに,施 設 数,受 信 契 約 者 数 とも順 調 に伸 び て い るが,こ れ を1施

設 当 た りの 受 信 契 約者 数 で み た場 合 はわ ずか107人 とな り,CATVが 事 業

と して脚 光 を 浴 び て い る米 国 の3,595人 に比 べ る と,い まだ 小 規 模 な もの と

い わ ざ るを 得 な い(第1-2-12表 参 照)。

第1-2-12表CATV施 設数等 の日米比較

事 項 日 本 米 国

施 設 数 25,334 4,200

受信契約者数 272万 人 1,510万 人

1施 設 当た り
受信契約者数

107人 3,595人

受信契約老数
の最も多い施設 27,600人 170,000人

自主放送施設 66 2,800

(注)米 国 につ い て は,「 ブ 目一 ドキ ャス テ ィン グ ・イ ヤ ー

ブ ッ ク1980」 に よ り作 成 。

次 に,我 が 国 に お け るCATVの 事 業収 入 及 び 施 設 の建 設 資 金 を,53年 度

中 の 許 可 施 設184の 平 均 でみ る と,第1-2-13表 の と お りで あ る。1施 設 当

た り平 均1,684人 の受 信 契 約 者 が あ り,そ の収 入額 は2,154万 円 で あ る。 事 業

収 入 の 内訳 を み る と,受 信 契 約 の締 結 時 に一 時 金 と して支 払 う 「契 約 料 」,

月 ぎめ等 の 方 法 に よ り支 払 う料 金 で 契 約 料 以 外 の も の で あ る 「利 用 料」,チ

ャ ン ネル リー ス等 施 設 を提 供 す る こ とに よ り得 る 「施 設 使 用 料 」,コ マ ー シ

ャル 収 入 の 「放送 料 」 及 び 「そ の他 」 の 項 目か ら な っ て お り,「 契 約 料 」 又

は 「利 用 料」 の 両 方 又 は どち らか 一 方 を 微 収 して い る施 設 は全 体 の84%で,

そ の 収 入 は 平 均1,069万 円 で あ る。 「施設 使 用 料 」 を 微 収 して い る施 設 は全 体

の12%で,1施 設 平 均772万 円,「 放 送 料 」 に あ っ ては そ れ ぞ れ12%,304万

円 で あ る。 「そ の他 」 は,施 設 の工 事 料,自 主 制 作 番組 の売 却 代,受 託 料 収
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入等 か らな って い る。

また,施 設 の建 設 資 金 は,1施 設 当 た り平 均5,884万 円 であ る。 資金 の調

達方 法 の うち 「そ の他 」 は,高 層 建 築物,新 幹 線,高 架 道 路 等 受 信 障害 の原

第1-2-13表 許可施設 にみ る事業収入,建 設資金(1施 設当た リ平均)

(53年度)

収

事 業 収 入

事 業 外 収 入

入

1,913

241

万円

建 設 資 金

調 自 己 資 金 1,131万 円

達
加 入 者
設 備 負 担 金

729

方 借 入 金 190

法 そ の 他 3,834

十
昌
=
ロ

2,154 計 5,884

第1-2-14図 難視聴解消 を目的 としたCATVの

施設数,受 信契約者数
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因者からの補償金が大部分を占めている。

イ.社 会におけるCATVの 役割

我が国におけるCATV施 設は,全 施設の98%ま でが辺地難視聴解消又は

都市受信障害解消を 目的とした施設で,CATVは これ ら難視聴解消に最も有

効 な手段として活用されてお り,近 年は,都 市受信施設が急増 している(第

1-2-14図 参照)。

第1-2-15図 自主放送 を行 って いる施設数,受

信契約者数(許 可,届 出施設)
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一方,自 主放送を行 う施設 も第1-2-15図 のとお り着実に増加 している。

施設数の伸びに比べて受信契約者数の伸びが大きく,施 設が大規模化の傾向

にあるといえよう。

このように伸びている自主放送の番組内容をみると,地 域内ニュース,行

政告知,趣 味娯楽,生 活情報 といったコミ晶ニティ志向の番組が大半を占め
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て お り,CATVが,そ の地 域 社 会 の経 済,社 会,文 化 的 諸 事情 を反 映 し た

個 性 あ る メデ ィア と して活 用 され て い る ことが わ か る(第1-2-16図 参 照)。

第1-2-16図 自主放送番組内容構成比

(許可,届 出施設)
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また,CATVの 双方 向性 機 能 を 利 用 す るな ど一 層 の高 度 化 を 図 る地 域 情

報 シ ステ ム と して,多 摩 のCCIS,東 生 駒 のHi-OVIs,国 府 町 等 の農 村 多

元 情 報 シス テ ム(MPIS)と い っ た ナ シ ョナ ル プ ロ ジ ェ ク トが 開発 実 験 中 で

あ り,今 日で は,一 般 のCATV事 業 者 に お いて も住 宅総 合 管理 情 報 シス テ

ム,映 像 情 報 シス テ ム に双 方 向 デ ー タ通 信 機 能 を 付 加 した ホ テ ル シス テ ム等

に 利 用 され て い る。

ウ.CATVの 今 後 の課 題

今 日,我 が 国は,都 市 化,情 報 化 が急 速 に進 展 して い る。 この結 果,都 市

に お け る テ レ ビジ ョ ン放 送 の受 信環 境 は 高層 建 築 物,高 架 道 路 等 に よ り急 速

に悪 化 し,一 方,国 民 の情 報 に対 す る ニ ーズ は高 度 化 ・多 様 化 して い る。 広

域性,地 域 性,双 方 向性 と い った 優 れ た 特 性 を有 す るCATVは,こ の よ う

な状 況 に対 応 す る最 適 な メ デ ィア と考 え られ て お り,こ のた め,各 分野 に お

い て 多 彩 な研 究,実 験 が行 わ れ てい るが,CATVが 今後,更 に発 展 す る た



一60一 第1部 総 論

めには,そ の社会資本としての有効性を認識 し,一 つの地域に散 在 す る施

設,団 地等で各棟に設けられている共聴施設等をそれぞれ接続 し,大 規模化

す ることが必要である。 これにより施設の経済効率の向上が図られるととも

に,施 設の潜在的効用が飛躍的に増大することが考えられる。さらに,地 域

社会に密着 したCATV番 組の制作方法の開発,CATV番 組の配給機 構 の

組織化,全 国的なネットワーク化等が課題 として考えられよう。

これらを実現するためには,技 術的,経 済的,制 度的に解決しなけれぽな

らない問題 も多 く,関 係者の努力が期待されるものであるが,郵 政省におい

ては,55年 度か ら 「都市の大規模有線テレビジョン放送施設に関する開発調

査研究」に着手 し,施 設接続の方法として無線方式も取 り入れて,施 設の大

規模化を図 り,か つ,そ の有効利用を図るための調査研究を行 うこととして

お り,ま た,55年9月 には,CATV事 業者の団体である(社)日 本有線 テ

レビジョン放送連盟が設立され,こ れ らの問題の解決促進が図られ ることと

なった。

我が国におけるCATVは,こ れを契機に新たな発展をすることが期待さ

れている。

(3)新 しい情報メデ ィアの開発

ア.キ ャプテンシステムの実験

キ ャプテンシステムは,テ レビジョン受像機と電話を活用 した画像情報 シ

ステムで,専 用のアダプタを介 して電話回線にテ レビを接続 し,加 入者の リ

クエス トにこたえて情報センタから送 られて くる文字図形情報をこのテレビ

に映 し出す システムである。 このシステムでは,ニ ュース,天 気予報,一 般

生活情報,学 習プログラム,ビ ジネス情報等,あ らゆる範囲の情報提供が可

能 となる。

実験は,当 面,情 報容量10万 画面,利 用者端末1,000台 という規模で,54

年12月25日 から実施されてお り,技 術的な可能性を確認すると同時に,国 民

のニーズ等を見極めることとしている。

実験の進ち ょく状況は順調で,55年2月 に行った利用実態調査によると,
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キ ャ プテ ン シス テ ムが 実 用 化 され た場 合 の利 用 意 向に つ い ては,52,6%の 世

帯 が 「利 用 した い」 と答 え て お り,実 用 化 希 望 時 期 に つ い て も 「2～3年 以

内」 が63.1%と 最 も多 い こ とか ら,こ の シ ス テ ムに対 す る国民 の期 待 の 強 さ

が うか がわ れ る(第1-2-17表,第1-2-18表 参 照)。 また,情 報 提 供 者 の

数 も,55年9月 現 在 で,新 聞,出 版,広 告,百 貨 店,運 輸,旅 行,放 送 関 係

等187社 に の ぼ って お り,各 方 面 の 関心 の強 さを 物 語 って い る。

第1-2-17表 キ ャプテンシステムの利用意向

回答 項 目

回 答 数

(構成比(%))

利用 した い
と 思 う

173

(52。6)

利用 したい
と思わない

24

(7.3)

わからない

021

563

無 回 答

12

(3.6)

計

329

(100.0)

第1-2-18表 キ ャプテ ンシステムの実用化希望時期

回答項目

回 答 数

(構成比(%))

2～3年
以 内

185

(63,1)

5年 以内

73

(24.9)

10年以内

6

(2.1)

10年

以 上 先

(一)

わ か ら
な い

23

(7.8)

無 回 答

6

(2.1)

十
二
=
ロ

293

(100.0)

(注)利 用意向の問に対 して利用 したい と思わないもの及び無回答の ものを除 く。

この キ ャ プテ ンシ ステ ムは い ま だ実 験 の 段 階 にあ るが,将 来,ど この 家

庭,事 業 所 で も利用 で き る全 国的 な シ ステ ム とす るた め に は,① 低廉 で 高 品

質 な端 末 機 を 提 供 す る こ と,② そ のた め に は,テ レビ ジ 。ン文 字 多 重 放 送 用

ア ダ プ タ と キ ャ プテ ン シス テ ム用 ア ダ プ タ の共 用 性 を確 保 す る等 して,端 末

機 の普 及 を 図 る こ と,③ 低廉 で質 の 良 い情 報 を 提 供 す る こ と,④ 新 しい情 報

メデ ィアを 含 め た メ デ ィア構 造 の 中 で,キ ャプテ ン シス テ ムに適 合 した 情 報

分 野 を 確 立 す る こ と な ど,い くつ か の課 題 が 残 され て い る。

この よ うな課 題 を 検 討 して い くため,国 内だ け で な く,ビ デ オ テ ッ クス と

呼 ぽれ て い る 同様 の シス テ ムの 開 発 を行 って い る諸 外 国 との経 験 交 流 を 深

め,更 に は 国 際標 準 化 に 向け て努 力 して い くこ とが 今 後 ます ます必 要 とな っ
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てこよう。

イ.テ レビジョン多重放送

テレビジョン多重放送は,テ レビジョン放送の電波に別の信号を重ねて音

声多重放送,文 字放送,静 止画放送又はファクシミリ放送を同時に送信でき

る新 しい放送形態である。

この うち,音 声多重放送については,53年9月,補 完的利用のステレオホ

ニック放送,翻 訳による2か 国語放送に限って試験的に実施する こ と と な

り,55年3月 末までにNHK及 び民放25社 が実用化試験局として免許を受

け,こ れを実施 しているところである。放送時間も54年度末には,NHKに

おいて週平均4時 間1分(ス テレオホニック放送2時 間10分,2か 国語放送

1時 間51分),民 間放送(25社)に おいては1社 当た り週平均14時 間19分 に

延長されている。

また,放 送地域の拡大や時間延長 とともに,音 声多重放送用 アダプタを内

蔵 したテレビジョン受像機 も順調に普及 してきてお り,54年 の1年 間におけ

る出荷台数は88万3千 台で,国 内向けカラーテ レビジョン受像機の全出荷台

数の13.5%で あったものが,55年1月 ～5月 における出荷台数は5か 月間で

46万2千 台,全 体の17.6%と,増 加をみせている。

しかしながら今後一層の普及を図るためには,主 たる番組に対する補完的

利用としてのステ レオホニック放送及び翻訳による2か 国語放送の二つに絞

っている利用範囲を拡大することが適当であると考え,目 下検討を行ってい

るところである。

音声多重放送以外のテレビジョン多重放送については 「テ レビジョン放送

電波に重畳できる信号」 として,文 字放送,フ ァクシミリ放送等を対象とし,

現在,電 波技術審議会で,技 術的な検討が進められている。この うち,文 字

放送は,テ レビジョン放送のすき間を 利用 して文字の信号を 送信するもの

で,表示方式 としては,テ レビ画像の上に部分的に表示するスーパー表示と,

画像を消 して文字情報だけを流す全面表示とがあ り,利 用分野としては,ニ

ュース,聴 覚障害者のための字幕放送,天気予報,株 価案内等が考えられる。
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この 文 字 多 重 方 式 は,テ レテ キ ス トと総 称 され て お り,世 界 各 国 で 開発 及 び

実 用 化 が 進 め られ て い る が,我 が 国 にお いて は,電 波 技 術 審 議 会 に お い て,

53年12月,文 字放 送 の方 式 の基 本 につ い ての 答 申,そ の後 の野 外 実験 等 が行

わ れ,技 術 基 準 の 細 部 につ い て も引 き続 き審 議 が 行わ れ て い る。

2デ ータ通信

(1)進 展 す るデ ー タ 通信 市 場

ア.デ ー タ通 信 シス テ ムの発 展

39年,国 鉄 の座 席 予約 シス テ ム(「 み ど りの 窓 口」)の 登 場 以 来,デ ー タ通

信 シス テ ムは 質 量 と もに順 調 な発 展 を遂 げ て きた。

第1-2-19図 は,国 内デ ー タ通 信 シス テ ム の年 度 別設 置 状 況 の推 移 を み

た もの で あ るが,特 に46年 の公 衆 電 気 通 信法 の一 部 改 正 に よ るデ ー タ通 信 制

度 の 法 定 化 以 降 の発 展 は 目覚 ま し く,46年 度 末 に308シ ステ ムで あ った もの

が,54年 度 末 に は4,668シ ス テ ム と,8年 間 で約15倍 以 上,年 率平 均 約40%

の伸 び を 示 して い る。

な か で も,自 営 デ ー タ通 信 シ ス テ ムの 発 展 は著 し く,54年 度 末 には4,598

シ ステ ム と全 体 の98.5%を 占 め る に至 っ てい る。 自営 デ ー タ通 信 シ ス テ ム

は,電 電公 社 が提 供す る デ ー タ通 信 回 線 に民 間企 業等 が 自己 の設 置 す る電子

計 算 機 及 び端 末装 置 等 を接 続 して構 成 す るデ ータ通 信 シス テ ムで あ るが,そ

の対 象 業 務 をみ る と,製 造 業,商 事 会 社等 の生 産 ・販 売 ・在 庫 管理 業 務 及 び

金 融 機 関 の預 金 ・為 替 業 務 が3,409シ ス テ ムで全 体 の約7割 強 を 占 め て お

り,主 に企 業 経 営 の効 率 化 を 目的 と して設 置 され,我 が国 産 業経 済 の発 展 に

大 き く寄 与 して い る(第1-2-20図 参 照)。

また,そ の業 種 別 設 置 状 況 に つ い て,48年 度 末 と54年 度 末 を 比較 してみ る

と,デ ー タ通 信 導 入 に先 導 的 役 割 を 果 た して きた 金 融 ・保 険 業 の構 成 比 率 が

低 下 し,商 業,製 造 業,建 設 業 の構 成比 率 が高 ま って お り,デ ー タ通 信 が金

融 保 険 業 以 外 の 分野 に も広 く利 用 されつ つ あ る こ とを 示 して い る(第1-2-

21図 参 照)。
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5,000

1,000

第1-2-19図 国内データ通信システムの

年度別設置状況の推移

国内デー タ通信
システム数

.鰯

.、b『1公 社

岡当アム
39404142434445464748495051525354

年 度

(注)私 設 シ ス テ ム を 除 く。

イ.情 報産業の発展に寄与するデータ通信

データ通信の進展に伴い,デ ータ通信 システムに使用されている電子計算

機の設置台数 も急速に増加している。

電子計算機の型別(以 下.型 別分類基準は,通 産省 「電子計算機納入下取

調査」の分類による。)にオンライン化状況をみると,52年 度末に利用 され

ている電子計算機の うち,大 型電子計算機の62.8%,中 型電子計算機の28.3
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%,小 型 電 子 計 算 機 の25.4%,超 小 型 電 子 計 算 機 の19.2%が,オ ン ライ ン方

式,す な わ ち デ ー タ通 信を 利 用 した 情報 処 理 を行 って お り,特 に 大型 電 子 計

算 機 に お け るデ ータ通 信 利 用 の割 合 が 極 め て高 くな っ てい る(通 産 省 「情 報

処 理 実 態 調 査 」 に よ る。)。

第1-2-20図 国内 自営 システムの対象

業務(54年 度末現在)

金 融 業務
494シ ス テ ム

(10.7%)

生 産 ・販 売シ
ス テム数 在庫 管理

4,598シ ス テム
2,915シ ス テム

(63.4%)

一方,汎 用電子計算機の設置状況を型別にみると,台 数ベースでは,最 近

の中小企業等における急速な電子計算機導入の動向を反映 して超小型機の伸

びが際立っているものの,金 額ベースでは大型機の伸びが著 しい(第1-2-

22図参照)。

これらの資料をもとにこうしたデータ通信の普及状況を電子計算機の設置

金額に換算 して推計してみると,汎 用電子計算機の総設置金額に占めるオン

ライン電子計算機,す なわちデータ通信に使用されている電子計算機の設置

金額は,年 々増加し,52年 度末には,1兆3,573億 円に及んでお り,汎 用電

子計算機の総設置金額の約50%を 占めると見込まれる(第1-2-23図 参照)。

さらに,デ ータ通信システムに使用される装置類の生産 も年々増 大 して

お り,53年 におけるデータ通信用端末装置及び通信制御装置の生 産額 は,
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第1-2-21図 国内自営システムの業種別

システム数及び構成比
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・
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学
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府
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地
方
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共

そ

の

他

50

40

30

20

10

構
成
比

(%)

1,771億 円 と電 子 計 算 機 及 び 関 連 装 置 の 全 生 産 額 の約20%を 占 め る まで に 成

長 して い る(第1-2-24図 参 照)。

この よ うな状 況 は,明 らか に我 が 国 に お け る コ ン ピ ュ ータ の利 用 が,オ フ

ライ ンに よる利 用 か ら更 に高 度 な利 用 形 態 で あ る オ ン ライ ンに よ る利 用,す

な わ ち デ ー タ通 信 利 用 の方 向 へ と進 ん で い る こ とを示 す もの で あ り,デ ー タ

通 信 の 進 展 が,関 連産 業 の 普及 ・発 展 に大 きな イ ンパ ク トを与 え て い る証左

で あ る と い え る。
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第1-2-22図 汎用電子計算機型別設置状況

台

60,000

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

台 数

億 円

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

金額

58,944

48,132,'中 型

40,719

35β05

,'小 型

撃蔑69707172737475767771、1認

28,207
〔金額 べ 一 ス)

25,326

22,583大 型

19,464

16,019

13,733

工1,362

8,912 中 型

6,172

超!」 型

1968697071727374757677
年度

「世 界 コ ン ピ ュー タ年 鑑 」(1980年)に よる。

(注)数 値 は各 年 度 末 の 数値 で あ る。

(2)社 会 に お け るデ ー タ通 信 の 役 割

ア.企 業等 に お け る デ ー タ通 信 の 役 割

第1-2-25表 は,52年 に デ ー タ通 信 シ ステ ムを導 入 して い る企 業 等 約300

社 を 対 象 に,コ ン ピ ュー タ の適 用 業 務 に 占 め るオ ン ライ ン処理 の 割合 を調 査

した も ので あ るが,こ れ に よる と,製 造 業 に お け る 営 業 ・販 売,生 産 ・工

程,資 材 ・在 庫,金 融 業 に おけ る金 融,商 業 に お け る営 業 ・販 売,資 材 ・在

庫 な どの よ うに各 業種 の本 来 業 務 の オ ン ライ ン化 が30～40%と 比 較 的 高 率 と
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第1-2-23図 汎用 電子計算機のオ ンライ ン

化状況の推移(設 置金額)

3兆 円

1兆円

汎
用
電

釜

額
-

オ

ン
ラ

444546474849505152
年度末

通産省 「電子計算機納入下取調査」,「情報処理実態調

査」 に より作成。

(注)オ ソライ ン電子計算機設置金額につい ては,同

資料に よ り推計。

なってお り,デ ータ通信が企業の現場実務において基幹的役割を果たしてい

る。

また,同 調査に よりデータ通信導入の 目的をみると,① 業務処理を迅速 ・

正確にする,② 顧客サービスを向上させる,③ 人件費を節約する,④ 作業員

の仕事を軽減するなどが主な目的 となってお り,企 業経営の効率化,経 費節
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第1-2-24図 電子計算機及び関連装置生産額 の推移

1兆円

5千億円

生

難 テ」タ端綴 置.

。 癬 嚢 重信制御羅
年度4041424344454647484950515253

「通 産 省生 産 動 態 統 計 」 に よ り作成 。

減等 に役 立 って い る こ とが うか が え る。

イ.国 民 生 活 と デ ー タ通 信

デ ー タ通 信 は 企 業 等 に お け る普 及 を 通 じて,次 第 に 国民 生 活 に も欠 か せ な

い身 近 な もの とな って い る。

ω 金 融 機 関 に お け る オ ン ライ ンシ ステ ム

金 融 機 関 は,そ の業 務 の 性格 上,事 務処 理 の正 確iさ,迅 速 さが サ ー ビス

の優 劣 を決 め る大 きな 要素 で あ るた め,デ ー タ通 信 の 導入 につ い て も早 く

か ら積 極 的 に取 り組 ん で い る。40年 代 の半 ぽ に は,"オ ンライ ン シス テ ム,・
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第4-2-25表 業種別適用業務別オ ンライン処 理状 況

業 務 分 類 製 造 業 商 業 金 融 業 サ_ビ ス業1社会 ・行政 合 計

財 務 会 計 ,.,%1。.5%、.8%14.5%、.,%11.・%

途書藤 肇」 ・・ …116・ ・ 1・ ・1・ ・[…

営 業 ・ 販 売25.6 32.4 21.5「29.7
1

0 27.6

生 産 ・ 工 程44・5[ 0 oI29・2 0 43.6

資 材 ・ 在 庫r33.1 35.1 31.3 28.4 0 33.6

金 房虫12.1,16.7 43.1 15.5 23.1 33.1

メ ッ セ ー ジ 通 信61.5100.0 88.0 63.6 0 73.5

資 料 検 索19列 0 58・3133・ ・1 ・132・ ・

市場調査分析 7,7 0 40.0 15.8 0 17.2

各 種 予 約 レ ・… 0 50.0 50.0 lOO.O 63.6

平 均24.3 29.4 31.5 26。3 16.5 26.5

電気通信総合研究所 「わが国におけ るオ ンライ ン情報処理 の動 向」 に よる。

(注)リ モ ー ト・パ ッチも含めたオ ンライン化率で ある。

は,銀 行 の イ メ ー ジ ア ップの うた い 文 句 とな り,都 市 銀 行 を 中心 に 次 々 と

導 入 され,現 在 で は ほ とん どの 金 融 機 関 が デ ー タ通 信 シ ス テ ム を導 入す る

に 至 って い る(第1-2-26表 参 照)。

また,郵 政 省 に お い て も,郵 便 貯 金 ・為 替 業 務 の オ ン ライ ン化 を 進 め て

お り,58年 度 末 に は 全 国 オ ン ライ ンサ ー ビス網 を完 成 す る 予定 で あ る。

金 融 機 関 にお け る デ ー タ通 信 シス テ ム の導 入 は,ま た,総 合 口座 の サ ー

ビス をは じめ,各 種 ロー ン,給 与,公 共 料 金 の 自動 振 込 み,自 動 支 払 い と

い った 新 しい サ ー ビス を可 能 と して い る。

また,最 近 では,オ ー トバ ンキ ン グ(銀 行 業 務 の 自動 化)の 傾 向 が 著 し

く,現 金 自動 支 払 機(CD)1現 金 自動 預 金 機(AD),現 金 自 動 受 払 機

(ATM)と 次 々に 多様 な顧 客 サ ー ビス が展 開 され て い る。 特 に,CDは 広

く普 及 して お り,台 数 は約2万 台 と世 界 の約 半 分 を 占 め,利 用 者 は1,000

万 人(出 金 の た め の来 店 客 の うち の30～50%)以 上 を 超 え る と推 計 され て
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第1-2-26表 民間金融機 関のオ ンライ ン化実施状況

科 目 都市 銀行 地 方銀 行 相 互 銀行

預

金

当 座 13(13) 61(53) 58(48)

普 通 13(13) 63(58) 67(56)

通 『.知 13(13) 56(53) 59(47)

定
剃 ・13(13)

62(57) 63(49)

積 定 13(13) 61(56) 59(46)

為 智 トー一一1・。3) 57(48) 57(54)

貸 付 一113(11)1・ ・(45)苧 ・(・Q!

日本電子計算機株式会社資料に よ り作成。

(注)L()内 は全店オ ンライ ン銀行数である。

2.都 市銀行は54年3月 末現在(全13行),地 方銀行は54年

6月 末現在(全63行),相 互銀行は54年9月 宋現在(全

71行)の 状況である。

い る。 こ のCD等 の 普及 は,デ ー タ通 信 の 進 展 に よ り初 め て可 能 にな った

も の で,駅 の構 内や デ パ ー ト等 のCDか ら,い つ で も,ど こ で も,カ ー ド

1枚 で短 時 間 の うち に預 金 が 引 き 出 され る よ うに な って い る。

(イ)座 席 予約 シス テ ム

国 鉄 の場 合,デ ー タ通 信 導 入 以 前 の座 席 予約 は,全 国18か 所 に 配 置 され

た 乗 車券 セ ンタ で集 中 管 理 し,各 駅 か らの予 約 申 し込 み を 電話 で受 け付 け

て は駅 窓 ロへ 電 話 で 回 答 す る処 理 を行 って いた 。 現 在 で は デ ータ通 信 を 利

用 した 座 席 予 約 シ ステ ム(MARS)に よ り,検 索 と予 約 を 瞬 時 に行 うこ と

が で き る よ うに な り,全 国 の駅 窓 口及 び 旅 行 業 者 の 営 業所 等 に設 置 され て

い る約1,900台 の端 末装 置 か ら,1日 平 均 約50万 席 の 指定 券 と約5万 枚 の

乗 車 券 が 発 売 され て い る(第1-2-27図 参 照)。

こ の よ うな座 席予 約 シス テ ムは,各 航 空 会 社 で も導 入 してお り,最 近 で

は 輸 送 機 関 と旅 行業 者 が デ ー タ通 信 に よ って結 合 され る な ど,デ ー タ通 信

を 利 用 した 座 席 予約 の迅 速 化 ・正 確 化 が 図 られ て い る。

ウ.デ ー タ通 信 の公 共 的 役 割
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第1-2-27図 国鉄座席予 約システム の取扱可能座席数及び端末設

置台数の推移

150

100

鷹

警50・00・ 業

琶1伽 馨
姦

年313233343536373839404142434445464748495051525354

日本 国有 鉄 道 資 料 に よる。

(注)取 扱 可能 座 席 数 は指 定 券 自動 発 売 シ ス テ ム(MARS-105)の も の で あ る 。

データ通信は単に企業における経営の効率化のみに とどまらず,国 民の健

康や安全,社 会活動の効率化と国民生活の向上を 目指す公共的なシステムが

次々と設置され,国 民生活や社会福祉の向上に貢献 している。

(ア)地 域気象観測システム

気象庁では,49年 から地域気象観測システム(AMeDAS)を スタ ー ト

させ,気 象観測網の充実 と気象データの自動集配信とを図っている。 これ

は,従 来民間等に委託 されていた観測網を自動遠隔測定方式に改め,中 央

のコンビ_一 タと山間 ・離島を含め全国約1,300か 所に設置 した 自動気象

観測装置(ロ ボット気象計等)及 び全国約65か 所の気象台等 とをオンライ

ンで接続し,オ ンライン・リアルタイム処理により,気 象情報の正確 ・迅

速なは握を行 うものである。本 システムの導入により,集 中豪雨などの異

常状態が発生す ると予想されたときには,そ の発生地域を具体的に示 して

警報を出すことが可能となっている。

(イ)農 林水産省生鮮食料品流通情報 システム

農林水産省が51年 から導入 している生鮮食料品流通情報システムは,野

菜 ・果物の農産物の収穫 ・出荷予想量や畜産物の取引頭数 ・出荷見通 しな
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どの産地情報及び市場での入荷量 ・卸売価格 ・市況概況などの市況情報を

コンピュータで集中管理するシステムで,国 民生活にとって重要な生鮮食

料品の価格 と需給の安定に資することを目的としたものである。 このシス

テム化により,ほ とんどの生鮮食料品流通情報が全国に提供されるように

なった。

㈲ 救急医療情報 システム

医療の分野においてもデータ通信の導入が急速に進み,救 急医療情報 シ

ステムが多 くの府県で採用されている。

このシステムは,病 院 ・診療所等の医療機関及び血液センタ等に端末装

置を設置 し,急 病 ・交通事故あるいは緊急災害等の場合に備えて,診 療の

可否,空 きベ ッドの有無,手 術の可否,血 液 ・血清の有無など救急医療に

必要な情報を常時は握するもので,本 システムの導入により,救 急時に最

適医療機関が迅速に選定され,① 市民の安心感が得られ る,② 医療機関の

機能分化が図れる,③ 医師の負担が軽減されるなどの効果が期待されてい

第1-2-28図 救急医療情報システムの概念図
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る(第1-2-28図 参 照)。

(3)最 近 の 動 向 と課 題

ア.最 近 の動 向

ω デ ー タ通 信 シ ス テ ム の動 向

デ ー タ通 信 シス テ ム の最 近 の主 な動 向 と して は,次 の よ うな も のが あげ

られ る。

① 中央 の コ ン ピュ ー タ ・セ ン タで 業 務処 理 や シス テ ム管理 等 を 集 中 的 に

行 う方 式 か ら,各 地 に コ ン ピー 一 タを配 し,そ れ ぞ れ に 機 能 分 担 を 行 う

分 散 処 理 方 式 へ と進 ん で い る。

② 専 門 の オペ レー タに よ る端 末操 作 か ら,業 務担 当者 や 顧 客 に よ る操 作

へ,ま た,デ ー タの入 出 力 も漢 字 や 音声 を用 い た もの へ と,一 般 化,多

様 化 が 進 んで い る。

③ シ ステ ムの設 置 主体,対 象 業 務 ご とに,個 別 的,単 一的 な もの か ら,

関連 企 業,機 関 の シス テ ムを結 合 す る な ど総 合 シス テ ムへ と進 み つ つ あ

る。

これ らの動 向 の中 で,特 に注 目す べ き点 は,デ ー タ通 信 シス テ ムが,分

散 処 理 方 式 の採 用,他 シ ステ ム と の結 合 等 に よ り 「ネ ッ トワ ー ク化」 す る

傾 向 で あ る。

企 業 分 野 にお いて は,航 空 会 社 や 国 鉄 の 座 席 予 約 シス テ ム と旅 行 業 者 の

シ ス テ ム と の結 合 や,製 造 業 者 の シ ステ ム と運 送 業 者 の シス テ ム との結 合

等 が,既 に 行 わ れ て い るが,今 後,こ う した シ ステ ム間 の結 合 と と もに,

小 売 店 のPOS(ポ イ ン ト ・オ ブ ・セ ー ル ス:販 売 時点 管理)シ ス テ ム,

製 造 業 者 の 販 売 在 庫 管 理 シス テ ム,及 び 金 融 シ ステ ムを 結 合 し,生 産 ・流

通 ・消i費の 全 過 程 を 統 合 した もの へ と進 ん で い くこ と も予 想 され る。

行 政 ・社 会 分 野 で は,省 庁 間 ネ ッ トワー ク構 想,統 合 貿 易 情 報 シ ス テ ム

構 想 な どが あ り,既 に 一 部 省 庁 の 間 で は 情 報 検 索 シ ステ ムが 実 現 す る な

ど,こ の分 野 で もネ ッ トワ ー ク化 が 進 む もの と思 わ れ る。

個 人 生 活 の分 野 で も,例 え ぽ ・ 消 費 活 動 に お い て,こ うした デ ー タ通 信
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シ ス テ ムの ネ ッ トワ ー クに よる サ ー ビス提 供 が受 け られ る と と もに,生 活

に密 着 した レジ ャ ー情 報,学 習情 報 等 が デ ー タ通 信 シス テ ムに よ り提 供 さ

れ る こ と とな ろ う。

将 来,デ ー タ通 信 シ ステ ムの ネ ッ トワー ク化 が進 展 す れ ぽ,企 業,行 政

機 関,個 人 が デ ー タ通 信 に よ り結 ぼれ,必 要 な と きに,必 要 な情 報 が 入手

で き る よ うに な る で あ ろ う。

(イ)情 報 通信 事業 の動 向

デ ー タ通 信 サ ー ビス を他 人 の需 要 に応 じて提 供 す る情報 通 信 事 業 は,電

電 公 社,国 際 電 電 及 び民 間企 業 に よ って 営 まれ て い る。 この情 報 通 信 事 業

は,歴 史 が浅 い こ との ほ か,特 に民 間 の事 業者 の場 合,経 営 基 盤 がぜ い弱

で あ る こ と,市 場 が 狭 い こ とな どの理 由 に よ りい まだ十 分 な 発 展 を遂 げ て

いな い。

しか し,最 近,自 社 で シ ステ ムを設 計 して い る一 般企 業 が,情 報処 理 コ

ス トの増 加 や メ ンテ ナ ンス,要 員 管理 の 困難 さに対 す る認識 か ら,情 報通

信 事 業 者 の シ ステ ムを利 用 す る意 向を 示 しつつ あ る こ と,事 業者 自身 も ソ

フ トウ ェア の充 実 等 に 努 め て い る こ とな どか ら,発 展 の兆 しが 出 て きた と

いわ れ て い る。

この ほ か,電 電 公 社 は,全 国的,公 共 的,技 術 開発 先 導 的 な もの を 中心

に デ ー タ通 信 サ ー ビスを 提 供 し,我 が 国 デ ー タ通 信 の 普 及発 展 に大 きな 役

割 を 果 た して い る。 また,国 際 電 電 は,電 文 管 理,フ ォーマ ッ ト変 換 等,

通 信 処 理 サ ー ビ スを 内 容 とす る デ ー タ通 信 サ ー ビスを 提 供 し て い る。 な

お,両 者 は,こ れ らの デ ー タ通 信 サ ー ビスの ほ か に,回 線 サ ー ビス と して

デ ータ通 信 に 適 した デ ィジ タル デ ータ 網 サ ー ビス の 提 供 を 開 始 した が,

これ らは 今後 の デ ー タ通 信 の発 展 に 大 き く寄 与 す る もの と期待 さ れ て い

る。

㈲ デ ー タベ ース サ ー ビス の動 向

現 在,デ ー タ通 信 シス テ ム で提 供 され て い る デ ー タベ ー スに は,日 本 科

学 技 術 情 報 セ ン タ ーの科 学 技 術 デ ー タベ ース,日 本 特 許 情報 セ ンタ ー の特
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許情 報 オ ン ライ ンサ ー ピス等 が あ るが,デ ー タベ ース市 場 全体 を み る と米

国 な ど と比 較 して い まだ 本 格 的 な もの とな って い な い(第1-2-29表 参

照)。 こ の原 因 と して は,我 が 国 に お い て は,情 報 に対 す る価 値 意 識 が 低

い こ と,情 報 の収 集 ・整 理 ・検 索 を行 う慣 行 が乏 しい こ とな ど が あ げ られ

る 。

しか し,最 近,よ うや くデ ー タベ ース サ ー ビス に対 す る認 識 が 高 ま りつ

つ あ る と と もに,DBMS(デ ー タベ ース ・マ ネ ジ メ ン ト ・シス テ ム)と 呼

ば れ るデ ー タベ ース 管理 技術 等 も進 歩 して きて お り,今 後 の発 展 分 野 と し

第1-2-29表 我 が国 における主なデー タベースサー ビス の現状

データベース 提供機 関数 オ ンライ ン

提 供 情 報 内 容
の 分 野 営利 非営利 利用可能数

文
12

献
・}・

7
科学技術文献情報,外 国文献情報,原 子力

データ,学 術文献情報,医 学文献情報

等

5
自然 科 学

ll・
2

自然度 メッシュデ ータ,宇 宙線デ ータ,
海洋観測 データ,環 境情報,赤 外線物質

判定標 準デ ータ等

特

4

許
・1・

2 日本特許 ・実用新案情報,米 国特許情報,
世界24か 国の特許情報等

経 済 ・統計

12

75

6
経 済一般情報,企 業財務デ ータ,株 価情
報,民 力デ ータ,労 働経済統計,貿 易統
計,通 商産業 統計,地 域 メ ッシュ統計

市 況
4

4
生 鮮食料 品流通情報,株 価情報,経 済 ニ
ュース,ニ ューヨー ク市場株価,株 価 デ
ータ,債 券デ ータ等・11

信
2

用
・1・

1 企業情報,企 業財務等

そ の 他
5

1

労働市場情報,不 動産情報,中 古車情報
等

23

科学技術研究情報,国 会会議録索引,出
版情報,学 術雑誌総合目録,新 聞記事抄
録等
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て 大 い に期 待 され てい る。 また,情 報 通信 事 業 老 も デ ー タベ ー ス を 保 有

し,情 報 検 索 サ ー ビスを 提 供 す る こ とに よ リサ ー ビスの 拡 充 を 図 ろ うと し

て い る。

←)デ ー タ通 信 シス テ ムの国 際 化

現 在,国 際 デ ー タ通 信 シス テ ムは,メ ー カ ー,商 社 等 の各 種 業 務連 絡,

銀 行 の為 替 決 済,航 空 会 社 の座 席 予 約,更 に は 外 務 省,気 象 庁 等 官公 庁 の

事 務 等 で利 用 され て い るが,こ うした シス テ ムは,社 会 経 済 活 動 の国 際 化

に伴 い,今 後 一 層 増 加 す る もの と思 わ れ る(第1-2-30図 参照)。 また,

航 空 運 輸 業,金 融 業 の 分野 で は,既 に全 世 界 的 な デ ー タ通 信 ネ ッ トワー ク

が形 成 され つ つ あ る。

イ.発 展 の た め の課 題

我 が 国 の デ ー タ通 信 が 今 後 更 に 発 展 し,期 待 され てい る役 割 を 果 たす ため

第1-2-30図 国際 デー タ通信 システムの設置

状況の推移

100

年度45

会社システム
欝」
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に は,解 決 しな けれ ば な ら ない 多 くの 課 題 が あ る。

ま ず第 一 に,ネ ッ トワー ク化 技 術 等 の開 発 ・標 準 化 の 問 題 が あ る。 複 数 の

デ ー タ通 信 シ ス テ ム の結 合 が 容 易 に行 わ れ,あ るい は 分散 処 理 とい った 方 向

に進 ん で い くた め に は,シ ス テ ムを構 成 す る機 器 の互 換 性,あ るい は ネ ッ ト

ワー ク ・ア ー キテ クチ ャ(ネ ッ トワー ク構 築 思 想),プ ロ トコル(通 信 規 約)

の標 準 化 が 必 要 で あ るが,現 状 で は,各 コ ン ピ ュー タ ・メー カ ーの機 種 に は

互 換 性 が 乏 し く,ま た,メ ーカ ー ご とに独 自の ネ ッ トワー ク ・ア ーキ テ クチ

ァを 発 表 して お り,プ ロ トコル も まち まち とな って い る。 こ うした弊 害 を解

消 す るた め,そ の技 術 動 向 や 国 際 的 な動 きを み な が ら,プ ロ トコル 等 の標準

化 を 進 め る必 要 が あ る。

第 二 に,情 報 通 信事 業者 の 育 成 の 課題 が あ る。 我 が 国 の 民 間 情報 通 信 事 業

者 は,事 業 基 盤 が ぜ い 弱 で 事業 と して十 分確 立 され るに至 って い な い。 この

事 業 は 今 後 の 我 が 国発 展 の 重要 な担 い手 で あ る こ とか ら,積 極 的 に 育 成 して

い くこ とが 必 要 で あ り,市 場 環 境 の整 備 等 を 含 め,長 期的 ビ ジ ョ ンに 立 った

総 合 的 育 成策 を展 開 しな けれ ば な らな い。

第 三 に,デ ータ ベ ー ス シス テ ムの 開発 が あ る。 我 が 国 の デ ー タベ ース サ ー

ビス は,米 国 に比 べ て,本 格 的 な もの とは な って い な い。 デ ー タベ ース シス

テ ムが構 築 され,オ ン ライ ンで提 供 され るた め に は,情 報 を収 集 ・整理 ・統

合 しデ ー タベ ース を作 成 す る こ と と,そ の デ ータ ベ ース を提 供 す るた め の デ

ー タ通 信 シス テ ム の構 築 が 必 要 で あ る。 しか しな が ら,そ の た め に は,DBMS

技術 の 開 発や 情 報 の収 集 ・整 理 ・加 工 の た め の膨 大 な 初 期 投 資 と情 報 の現 行

維 持 の体 制 が 必要 で あ る。 欧 米 諸 国 で は,政 府 が デ ー タベ ー ス シ ス テ ム の重

要 性 と可 能 性 とを 認 識 し,デ ー タベ ース 振興 の た め の 種 々 の助 成 を 行 っ て き

て い る。 我 が 国 に お い て も,各 関 係 機 関 が協 力 して,デ ー タベ ー ス の作 成 及

び必 要 な技 術 開 発 を 進 め る と と もに,提 供体 制 を 確 立 す る こ とが 必 要 で あ ろ

う。

第 四 に,デ ー タ保 護,安 全 対 策 等 の問 題 が あ る。 デ ー タ通 信 シ ステ ム の高

度化,ネ ッ トワー ク化 が進 展 す る と,広 範 か つ 重 要 な 情報 が デ ー タ通 信 シ ス
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テ ムに よ り提 供 され,あ るい は蓄 積 され る こ とに な る。 こ の こ とは,我 が 国

社会 の情 報 化 を促 進 す る もの で あ る が,反 面,シ ステ ムの障 害 や 犯 罪 に よ る

情報 の滅 失,き 損,漏 えい は,個 々の企 業,個 人 のみ な らず我 が 国社 会 経 済

全般 に大 きな影 響 を及 ぼす こ とが 懸 念 され る。 また,個 人 デ ー タ等 が 外 部 に

漏 れ た り,目 的 外 に使 用 され る こ とに よ り,プ ライバ シ ーの 重 大 な侵 害 と な

るお それ が あ る。 現 在,OECD等 に お い て,プ ライ バ シー保 護 や 国際 間 の

デ ー タ流 通 の 問題 につ い て議 論 され て い るが,こ れ らの 動 きを踏 ま え,適 切

な措 置 を 講 じて い く必 要 が あ ろ う。

3宇 宙 通 信

(1)進 展 す る宇 宙 通 信

宇 宙 空 間 に 打 ち上 げ た衛 星 を 利 用 して 行 う衛 星 通 信 は,1965年,国 際電 気

通 信 衛 星 機構(INTELSAT)の 第1号 衛星 に よって 本格 的 な実 用 期 を 迎 え

る こと に な り,そ の 後,イ ンテ ル サ ッ トを は じめ とす る衛 星 通 信 は,全 世 界

を カ パ ーす る 巨大 な ネ ッ トワ ー クを 構 成 し,電 気通 信 の分 野 にお い て 多 彩 に

利 用 され て い るぼ か りで な く,様 々 な影 響 を 与 え るに至 って い る。

ア.衛 星 に よ る グ 百 一バ ル ・ネ ッ トワー クの構 成

現 在 商 用 に供 され て い るイ ンテ ル サ ッ ト系 の衛 星 は,大 西 洋 上 のIV号 系 衛

星1個 及 びIV-A号 系 衛 星2個,太 平 洋 上 の1▽号 系 衛 星及 び イ ン ド洋 上 のIV

-A号 系 衛 星 各1個 で あ って,こ れ ら5個 の衛 星(他 に予 備 衛 星7個)に よ

って グ ローバ ル ・シ ステ ムが構 成 され て い る。

イ ンテ ル サ ッ トの発 足 後,こ れ ま で に1号 系1個,H号 系3個,皿 号 系5

個,W号 系7個 及 びIV-A号 系5個 の打 ち上 げ に成 功 して い る が,こ れ らの

イ ンテ ル サ ッ ト衛 星 の発 展 状 況 は第1-2-31表 に示 す とお りであ る。

II号 系 ま で の衛 星 の容 量 は,電 話240回 線 又 は テ レビ ジ ョン1回 線 にす ぎ

な か った の で,国 際 テ レ ビジ ョン伝 送 をす る際 には,そ の 衛星 を経 由す る国

際 電 話,国 際 テ レ ッ クス等 を 中 止 しな けれ ば な ら なか った。 これ に比 べ,近

く打 ち 上 げ 予定 のV号 系 衛 星 は,電 話1万2,000回 線 及 び テ レ ビジ ョン2回



第1-2-31表 インテルサ ッ ト衛星の発展状 況

譜
打 上 げ 年

1号 系

1965年

H号 系

1967年

皿 号 系

1968～70年

IV号 系

1971～75年

IV-A号 系

1975～78年

V号 系

1980年 ～一
利 用周 波数帯域 幅

中 継 器 数

等 価 電 話 回 線 数

衛 星 平 均 打 上 費

衛 星 平 均 価 格

回線 ・年当た り投資額

50MHz

2

240回 線

500万 ドル

670万 ドル

32,500ド ル

126MHz

1

240回 線

500万 ドル

320万 ドル

11,400ド ル

450MHz

2

1,200回 線

+1TV回 線

600万 ドル

600万 ドル

2,000ド ル

500MHz

工2

4,000回 線

+2TV回 線

1,600万 ドル

1,760万 ドル

1,200ド ル

800MHz

20

6,000回 線

+2TV回 線

2,300万 ドル

2,320万 ドル

1,100ド ル

co
O

濃

H

1,200MHz

12,000回 線

+2TV回 線

3,760万 ドル

3,360万 ドル

877ド ル

国際電電資料 によ り作成。
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第1-2-32表 イ ンテル サ ッ トの発展状況

訳
1965

1970

1975

1976

1977

1978

1979

加盟国

の 数

49

77

91

94

101

102

102

使 用 ユ ニ ッ ト の 数

栖 洋繊 太平洋繊 イ・・洋地域1計

地球局

の 数

150

2,762

8,862

10,783

正3,129.5

16,354.5

21,032.75

1,312

1,926

1,972

2,243

3,000.5

3,955

314

2,581

3,765

5,066

6,117.5

7,693

150

4,388

13,369

16,520

20,438.5

25,472.5

32,680.75

6

43

97

126

163

197

222

国際電電資料 に よる。

(注)ユ 三ッ トとは,2つ の標準地球局 間に4kHz相 当の電話双方向回線 を設定す

るために必要 な衛星 の電力 と帯域であ って,2単 位 をもって1双 方向回線が設

定 され る。

線 とい う大 きな 容量 を有 す る まで に至 って い る。

第1-2-32表 は,イ ンテル サ ッ トの利 用 状 況 の 推 移 を示 す も の であ る。

加 盟 国 につ い てみ る と,イ ンテ ル サ ッ トの母 体 とな った組 織 が発 足 した 当 時

は,米 国を 中心 に ヨー ロ ッパ.カ ナ ダ.オ ー ス トラ リア及 び 日本 の先 進 国11

か 国 の参 加 に よ り発 足 した が,そ の 後,イ ンタ ー ス プ ー トニ ク系 衛星 を 利 用

す る ソ連 等 共 産 圏 諸 国を 除 くほ とん どの 国 が加 盟 してお り,1979年12月 末 日

現 在 で102か 国 に達 した。 た だ し,イ ンテ ルサ ッ トは 加 盟 国 以 外 に も衛 星 の

利 用 を 認 め て い る の で,同 日現 在 で地 球 局 を設 置 して い る国 の数 は,124か

国 に のぼ って い る。

また,第1-2-33図 は,地 球 局 数 の地 域 別 割 合 の推 移 を示 す も の で あ

る。 当 初 は 衛 星 が 大 西 洋上 に しか なか った こ と もあ って,ま ず 北 米,ヨ ー ロ

ッパを 中心 とす る ネ ッ トワ ー ク化 が始 ま った 。 次 い で,太 平 洋 上 及 び イ ン ド

洋 上 へ の衛 星 の打 ち上 げ に伴 い 全世 界 的 な広 が りを み せ,近 年 に お い ては ア

フ リカ等 の 開発 途 上 国 に おけ る地球 局 の設 置 が 目立 って 多 くな って い る。

イ ソテ ル サ ッ トは,衛 星 通 信 の 実 現 の た め に世 界 各 国 が協 力 し て 形 成 し

た,電 気 通 信 の 分 野 に お け る新 た な国 際秩 序 とい え よ う。 これ に よ って,経



一82一 第1部 総 論

第1-2-33図 イ ンテルサ ッ ト地球局数 の地域別割合 の推移

アフリカ

197Q.6.3Q

!

ノ

1975.3・31[亡=コ==亡=ロ コ

、

!ノ 、 ＼

、 ＼!、、

、
、ミ

1977.・.31[ゴ=コ=コ==口=口

ノ

19-[亡=ゴ=主=ゴ=[コ コ
1GO960

「衛星通 信年報 」に より作成。

済 力 の小 さな 国 又 は技 術 水 準 の 低 い 国 に あ って も,高 度 な技 術 に基 づ く衛星

通 信 の利 用 が 可能 とな った。

さ らに,イ ンテ ル サ ッ ト系 衛 星 は,国 際 間 の グ ロ ーバ ル な ネ ッ トワー クを

構 成 す る核 と して の役 割 に と ど ま らず,国 内通 信 用 の ネ ヅ トワ ー ク構 成 に も

貢 献 して い る。 これ は衛 星 回線 を トラ ンス ポ ソダ(中 継 器)単 位 で,又 はそ

の4分 の1単 位 で 賃借 をす る こ とに よ って実 現 す る もの で あ り,そ の現 状 を

第1-2-34表 に示 す 。

こ の イ ンテ ル サ ッ ト ・ネ ッ トワー ク とは全 く別 の ネ ッ トワー クで,や は り

衛 星 に よ って構 成 され て い る も の に海 事 衛 星 通 信 シス テ ムが あ る。

この シス テ ムは,大 西 洋,太 平 洋 及 び イ ン ド洋 上 に 打 ち上 げ られ た 各1個

の衛 星 を使 用 して,地 球 上 の ほ とん どの海 域 を カバ ーす る グ ロ ーバ ル ・ネ ッ

トワ ー クを構 成 し,こ れ に よ って航 行 中 の船 舶 と陸 上 との 間 の通 信 を行 って

い る もの で,1976年 か ら運 用 が 開始 され て い る。

な お,こ の 海 事 衛 星 通信 シス テ ムは,現 在,米 国 の公 衆 電 気 通 信 事 業者 の

ジ ョイ ン ト ・ベ ソチ ャ ーで あ るマ リサ ッ ト(MARISAT)に よ り運 用 され て

い るが,他 方,世 界 の主 要 な海 運 国 が共 同 して本 格 的 な 国際 海 事 衛 星 通 信 シ

ス テ ムを 設 置 す る こ と とな って1979年 に 国際 海 事 衛 星 機構(INMARSAT)
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インテルサ ッ トの国内通信への利用状 況

地 域 別

ア フ リ カ

南 米

そ の 他

国 名

ア ル ジ ェ リ ア

ナ イ ジ{リ ア

ス ー ダ.ン

ザ イ ー ル

ル

リ

ア

[

ジ

ビン

ル

ラ

ロ

ブ

チ

コ

ペ

サ ウデ ィ ・ア ラ

ビ ア

イ ン ド

オ マ ー ン

ノ ー ル ウ ェ ー

ス ペ イ ン

フ ラ ン ス

マ レ イ シ ア

ア ンテナ
の 数

F◎

9

4
.

9

6

1

3

∠
」

3

6

6

6

2

2

2

使 用 目 的

国内通信用

国内通信用

国内通信用

国内通信用

国内通信用

国内通信用

国内通信用

国内通信用

国 内通信用

国内通 信用

国内通信 及びテ レドジ ョン用

国内通 信用

スペイ ン本土～ カナ リア諸島間の

国 内通信用

フランス本土 ～ レユニオ ン間の国

内通信用'

東西マ レイシア間の国内通信用

「イ ンテルサ ・。ト1980年年次報告」及び 「衛星通信年報」に よ り作成。

(注)1980年3月 末 日現在。

を 発足 させ て お り,1982年 に は イ ンマ ル サ ッ トに よる新 しい シ ステ ムが運 用

開 始 の 予定 で あ る。

イ.衛 星 に よる新 た な通 信 分 野 の 利 用

衛星 通 信 の実 用 化 は,通 信 の利 用 の 面 に新 た な展 開 を もた ら した 。 国際 デ

ー タ通 信 ,国 際 フ ァ クシ ミリ通 信 等,大 量 か つ高 速 の伝 送 を要 す る通 信 が 容

易 に な っ.たの ば い うま で も な い こ とで あ る が,衛 星 通 信 で な けれ ぽ で き ない

機 能 を 生 か して,従 来 は不 可 能 と され て い た こ とを可 能 と した もの に,テ レ

ビジ ョ ン番 組 の 国 際 中継 が あ る。 南 極 大 陸 か らの生 中 継,オ リン ピ ッ ク.サ

ッヵ 一奪 の スポ ー ツ実 況 放 送 等,、記 憶 に 新 しい とこ ろ であ ろ.ラが,国 際 テ レ

ビジ ョ ン伝 送 は,こ の よ うな メイ ンイ ベ γ トぼか りで な く,毎 日一 定 の時 間

帯 に,日 常 的 な国 際 ニ ュー ス の伝 送 に も利用 され て い る。
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また,前 述 の海 事 衛 星 通 信 も,衛 星 通 信 の実 用 化 に よっ て初 め て 可能 とな

った もの で あ る。 従 来,外 洋 を 航 行 す る船 舶 と陸上 の通 信 は,主 と して 短 波

に よ り行 って いた が,場 合 に よ って は ま る一 日中通 信 不 能 とい う事 態 す ら も

あ った 。 衛 星 通 信 の 実 用 化 に よ って,テ レッ クス,電 話 のほ か,フ ァ ク シ ミ

リ.デ ー タ伝 送 も可 能 とな り,SOS等 の非 常 時 に お け る通 信 も容 易 に 行 う

こ とが で き る よ うに な った。

ウ.衛 星 利 用 の経 済的 側 面

グ ローバ ル な ネ ッ トワー クを構 成 し,い ろ い ろ な分 野 で利 用 され る に至 っ

て い る衛 星 通 信 は,近 年 に お け る 目覚 ま しい技 術 革 新 の成 果 が,そ の実 現 を

第1-2-35図 イ ンテルサ ッ ト利用料 の推移
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「イ ンテ ル サ ッ ト1980年 年 次 報 告 」 に よ り作 成 。

(注)1ユ ニ ッ ト当 た り年 間料 金 を 掲 げ た 。
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もた ら した もの で あ る。 また,衛 星通 信 の実 現 とそ の 後 の発 展 が な お 一 層 の

技 術 進 歩 を促 し,さ らに,そ の 成果 を急 速 に衛 星 通信 に採 り入 れ る こ とに よ

って,衛 星 通 信 は ます ます 発 展 しつ つ あ る。

この よ うな経 緯 の下 に,第1-2-31表 に示 した とお り,技 術 の進 歩 に よ

るイ ンテ ル サ ッ ト衛 星 の 通 信 容量 の増 大 は,回 線 ・年 当た り投 資 額 の低 下 を

もた ら して お り,加 盟 国 の増 加,衛 星 利 用 量 の順 調 な伸 び な ど と も 相 ま っ

て,第1-2-35図 に 示 す とお り,イ ンテル サ ッ トの利 用 料 が 次 第 に低 減 化

す る こ と と な った 。

また,通 信 衛 星 の経 済性 をみ る と,国 際 電気 通 信 に広 く用 い られ る衛 星 と

ケ ー ブ ル とは,そ れ ぞ れ得 失 を持 っ てい るが,ケ ー ブ ルの コス トは 回線 距 離

と比 例 的 な 関 係 に あ り,他 方,衛 星 の場 合 に は,そ の コス トが距 離 に無 関 係

で あ る(第1-2-36図 参 照)。

なお,国 際 通 信 回線 の設 定 に際 しては,回 線 の経 済 性 の ほ か に も,利 用 対

象 とす る通 信 に 必 要 な伝 送 品質,通 信 の 安定 的 な確 保,対 地 との距 離 や 通 信

量 等 とい った側 面 か ら,衛 星,ケ ー ブル等 の いず れ か が選 択 され る こ と にな

第1-2-36図
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り・あるいは,複 ルート化とい う観点から衛星とヶ一ブル等とが併用されて

い くであろ う。

衛星通信に関する技術は,今 後においても急速な進歩が予想されるところ

であ り,多 様な需要の増大と相まって,衛 星通信は,ま すます多彩な発展を

みるものと期待される。

(2)宇 宙通信等の開発に伴う経済的社会的な影響

宇宙通信をは じめとする宇宙開発について総体的にみれぽ,我 が国はこの

分野の先進国である米国からの技術等の導入等によって実用化する傍 ら,自

主技術の開発に努力してきた。

宇宙の開発を行 う意義は,宇 宙開発の実用化による国民の福祉ないしは産

業経済の発展への波及効果を得ること,科 学技術の水準向上及び新技術の開

発に寄与することなどにあるといわれる。

ア.技 術開発の波及効果

宇宙開発の過程では,通 信,制 御,計 測,材 料加工をはじめ様々な分野で

極限まで達 した先端技術が開発されることとな り,そ の技術は他の多 くの分

野で利用 ・転用されている。また,そ のシステム的思考は企業経営をはじめ

とする経済社会活動に広 く浸透することとなった。

この宇宙開発の分野で先導的な役割を果た したのは,ア メリカ航空宇宙局

(NASA)に よる一連のプロジェクトである。NASAは,1958年,軍 事用以

外の宇宙計画を一手に引ぎ受ける国家機関として発足 し,そ の最盛期(1960

年代後半)に は年間50億 ドルを超える資金が投資された。NASAに よって

実施されたアポロ計画をは じめとす る様 々なプロジェクトの中から数多 くの

新技術が開発され,広 く経済社会へ波及することとなった(第1-2-37図

参照)。

特に,LSI,通 信,コ ンビ凶一タ等にかかわるエレクトロニクスの分 野 は

最も大きな波及効果を受けたものの一つ と考えられ,近 年の多彩な新 しい通

信メディア ・新しいネ ジトワ= 一クの誕生を促す こととなった。

イ.産 業経済活動に対す る寄与
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⑦ 開発関係予算

宇宙開発のようなプロジェクトは,か つて米国ではNASAが 推進 した

ように,我 が国においてもナシ ョナル 。プロジェクトとして進められてい

る。

第1-2-38図 は,我 が国の宇宙開発関係予算の推移を示すものである

が,予 算額は逐年増加 し,55年 度においては1千 億円を超えるに至った。

宇宙通信の開発 もこの予算によって推進されているが,郵 政省 に お い て

は,通 信衛星,放 送衛星,電 離層観測衛星等を,ま た運輸省及び宇宙開発

事業団と共同で航空 ・海上技術衛星の開発を推進 している。

第1-2-38図 我が国の宇宙開発関係予算の推移
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「宇宙開発 ハ ン ドブ ック」((社)経 団連 の宇宙 開発推進会議)に より作成。

(注)各 年度 の数字 は,そ の年度 の宇宙開発 関係予 算総額(単 位:億 円)

を示す。

(イ)生 産額及び設備投資額

この予算の実行段階において,通 信衛星,放 送衛星等の人工衛星や打ち

上げ用ロケット等の飛しょう体の調達,地 上設備の整備及びソフトゥェァ
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の作 成 が 行 わ れ,こ れ らが 宇宙 開発 産 業 の主 た る生 産 額 と な る。

第1-2-39表 は,我 が 国 の宇 宙 開発 産 業 の生 産 額 及 び 設 備 投 資 額 を 示

す もの で あ る。

50年 度 か ら53年 度 に至 る調 査 対 象 期 間 に お い て,我 が 国 で は12個 の人 工

衛 星 を打 ち上 げ,ま た,マ リサ ッ 回 とよ る海 事 衛 星 通 信 シス テ ム用 の 山 口

海 岸 地 球 局 の完 成 を み た が,毎 年850億 円 な い し1,050億 円程 度 の生 産額 と

な って い る。

また,設 備 投 資額 は,年 度 に よ りか な りの変 動 を み せ て い る が,分 野 別

構 成 では60%が 飛 し ょ う体 の た め の設 備 投 資 とな って い る。

(ウ)輸 出 入 高

(社)日 本 機 械 工 業 連 合 会 の調 査 に よれ ぽ,50年 度 か ら53年 度 の累 計 で,

輸 出573億 円 に対 し輸 入 が1,075億 円で,約500億 円 の輸 入 超 過 と な っ て

い る。 輸 出 の大 部 分 は 地 上 設 備(通 信 衛 星 用 地 球 局 及 び そ の関 連 設 備)で

あ っ て,こ の分 野 にお け る我 が 国 の 競 争 力 の 高 さを 示 して い る。 他 方,輸

入 で は 飛 し ょ う体 が 約73%を 占め,ロ ケ ッ ト等 の 外 国 へ の 依 存 度 が 高 い こ

とを 物 語 って い る。

な お,地 球 局 設 備 プ ラ ン ト輸 出 の推 移 を地 域 別 に示 した の が,第1-2

-40表 で あ る
。41年 か ら45年 まで の プ ラ ン ト輸 出 実 績 は11局 で あ った の

が,次 の46年 か ら50年 ま で には17局 に増 え,さ ら に51年 か ら55年 ま で の5

第1-2-40表 地球局設備プラ ン ト輸出(出 荷)の 推移
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(注)51年 ～55年 には,出 荷見込み のものを含む。
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年 間 に は55局 と飛 躍 的 な伸 び を 示 して い る。 全 期 間 を 通 じてみ る と輸 出 先

は 世 界 の全 地 域 に 及 び,最 近 では 中 近 東,ア フ リカ,ヨ ー ロ ッパ(ル ー マ

ニア,オ ー ス トリア,ス イ ス,ソ 連 等)の 増 加ぶ りが 目立 って い る。

この地 球 局 設 備 の プ ラ ン ト輸 出 の輸 出 高 は,通 信工 業 統 計 資 料 に よ る

と,45年 度 か ら54年 度 まで の10年 間 で総 額4億1,545万 ドル に達 し,地 域

別 で は ヨ ー ロ ッパ1億1,465万 ドル,中 近 東8,877万 ドル,ア フ リカ7,623

万 ドル等 とな って い る。

(3)字 宙 通 信 の今 後

宇 宙 通 信 の 実 用 化 は,短 期 間 の うちに グ ロ ーバ ル な ネ ッ トワ ー クを構 成 し

て,電 気 通 信,放 送 等 の 普及 と高 度 化 を 促 し,経 済 産業 面 に新 た な需 要 を創

出 して い る。 また,宇 宙 通 信 に 関す る 自主 技 術 の 開 発 は,我 が国 の技 術 の総

合 的 な進 展 のみ な らず,様 々な 分野 の変 革 に先 導 的 役 割 を果 た す もの と期 待

され る と ころ で あ る。

ア.通 信衛 星及 び放 送 衛 星 の 開発 の推 進

通 信 衛 星2号(CS-2a及 びCS-2b)は,通 信 衛 星 に 関 す る技 術 の開

発 を 進 め る と と もに,利 用 機 関 にお け る通 信需 要 に応 じる こ とを 目的 と した

衛 星 で,57年 度 及 び58年 度 に打 ち上 げ る こ とを 目標 に して開 発 が 進 め られ て

い る もの で あ り,ま た,放 送 衛 星2号(BS-2a及 びBS-2b)は,放 送

衛 星 に関 す る技 術 の開 発 を 進 め る と とも に,テ レビ ジ ョン放 送 の難 視 聴 解 消

等 を 図 る こ とを 目的 と した 衛 星 で,58年 度 及 び60年 度 に打 ち上 げ る こ とを 目

標 と して 開 発 が進 め られ て い る。

な お,い ず れ の衛 星 も,現 在 打 ち 上 げ られ て い る実 験 用 中 容量 静 止 通 信 衛

星(CS)又 は 実 験用 中型 放 送 衛 星(BS)と 基 本 的 に同 様 の構 成 で あ る

が,国 産 化 率 の 向上,軽 量 化等 が図 られ てい る。

ち な み に,CSの 国 産 化率 は約23%,BSの 国 産 化率 は15%程 度 で あ る

が,CS-2で は国 産 化 率 が64%程 度 と期 待 され て い る。

イ.実 用 衛星 の利 用 の 在 り方 に関 す る基 本 的方 策 の策 定

第 二 世 代 の 実用 通 信 衛 星(仮 称CS-3)及 び実 用 放 送 衛 星(仮 称BS
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一3)の 利用の在 り方に関する基本的な考え方についての調査研究を行 うこ

とを目的として,55年6月,電 波利用開発調査研究会に学識経験者から成る

「実用衛星部会」を設置 した。

特に放送衛星については,そ の利用の在 り方いかんによって既存の放送体

系,放 送事業者等に大きな影響を与えることとなるので,十 分検討す る必要

がある。

4新 しい ネ ッ ト ワ ー ク

(1)新 しい ネ ッ トワー ク の 出 現

近 年,経 済 ・社 会 分 野 で の デ ー タ通 信 に対 す る需 要 は年 々増 加 して きて い

る。 こ の需 要 に 対 して,従 来,通 信 回 線 と して は,公 衆 通 信 回 線及 び特 定 通

信 回 線 が 提 供 され て きて お り,共 に 目覚 ま しい伸 び を示 して い る(第1-2

-41図)。

しか し,こ れ らの 既 存 の デ ータ通 信 回線 の うち,公 衆 通 信 回 線 は 本来,電

話 又 は 電 信 に最 適 な よ うに 作 られ て お り,高 度化 した デ ー タ通 信 ニー ズ を考

え た 場 合,必 ず しもデ ー タ通 信 に 適 した 網 とは い え な い。 ま た,特 定 通 信 回

線 は 利 用 の 面 で,す べ て の 利用 者 に と って満 足 の い くもの で もな い とい った

こ とか ら,デ ー タ通 信に 適 した 新 しい網 の構 築 を 望 む 社 会 的 要請 が急 速 に 高

ま って きた 。 一 方,技 術 の 面 で もデ ィジ タル 技 術 の 進 歩 に よ り,デ ィジ タル

デ ー タ網 の 構築 が 可 能 とな った。

こ う した 背 景 か ら,新 しい ネ ッ トワ ー クの 開 発 が 内外 に お い て 進 め られ て

きた が,我 が 国 に お い て は 回 線 交 換 サ ー ビ ス及 び パ ケ ッ ト交 換 サ ー ビ スが54

年 か ら55年 にか け て 開 始 され た 。 国 際 間 の 網 に つ い て もパ ケ ッ ト交 換 サ ー ビ

スが 計 画 され て お り 「国 際 コ ン ピ ー 一 タ ア クセ ス サ ー ビス 」(ICAS)が55年

に 提 供 され た 。

これ らの網 は,任 意 の 相 手 と高 速 ・高 品 質 で デ ー タ通 信 を 行 う こ と が で

き,な か で もパ ケ ッ ト交 換 サ ー ビ スは異 速 度 端 末 間 の通 信 が 可能 で あ るな ど

優 れ た 特 質 を も って お り,今 後,デ ー タベ ース サ ー ビス等 に発 展 の 可能 性 を
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与 え る もの と い え よ う。 こ うした意 味 で デ ー タ通 信 の た め の本 格 的 な ネ ッ ト

ワー クが 出現 した とい え,情 報 化 社 会 を支 え る イ ンフ ラ ス トラ クチ ュア の一

つ と して 期 待 され よ う。

(2)デ ィジ タ ルデ ー タ網 の 効 用

ア.サ ー ビ スの特 性

第1-2-42表 は,デ ィジ タ ル デ ー タ網(回 線 交 換 サ ー ビス,パ ケ ッ ト交

換 サ ー ビス)と 既存 網 を使 用 した 場 合 に提 供 され る サ ー ビ スの違 い を比 較 し



第1-2-42表 デ ィジ タルデー タ網 と既存網 によ り提供 され るサー ビスの特性比 較

デ ィ ジタ ル デ ー タ網 に よる サ ー ビス 既 存 網 に よ る サ ー ビ ス

区 分
回線交換 サー ビス パ ケ ッ ト交 換 サ ー ビス

公 衆 通 信 回 線
特 定 通 信回線

電 話 型 電 信 型
III

通 信 速 度
200b/s以 下

～

48kb/s

200b/s

～
48kb/s

お おむ ね
1,200b/s以 下

50b/s以 下

50b/s

～
48kb/s

㊤
蔭

溝

H

料 金 従 量 制 従 量 制 従 量 制 従 量 制 定 額 制

通信相手の選択 ○ ○ ○ ○

異速度端末間
通 信 機 能 ○

伝 送 品 質

(ビ ッ ト誤 り率)
特定通信回線以上 極めて優れている 80%の 接 続 呼 に つ90%の 接 続 呼に つ

い て10-5程 度 い て1『5

10-5程 度

接 続 時 間 平 均1秒 程 度 数 秒 ～ 十 数 秒 接続時間はかから
ない
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た もの で あ る。 これ ら のサ ー ビ スは誤 りの少 な い伝 送 品 質,48kb/sま で カ

バ ーす る伝 送 速 度 ,平 均1秒 程 度 の 接 続 時 間,任 意 の相 手 と通 信 が で きる と

い った 特長 を もつ。 この ほか に も デ ー タ通信 シス テ ム作 りにお い て セ ン タ回

線 数 の 削 減 が 可能,個 別 の 回線 設 計 作 業 が な くな る,端 末 の増 設 変更 が 容易

とい った経 済 的 な側 面 を もつ ほ か,閉 域 接続,通 信 料 一 括 課 金 とい った各 種

付 加 サ ー ビ ス も可能 とな って い る。

イ.サ ー ビス の 利 用 分野

デ ィジ タ ルデ ー タ網 サ ー ビス の出 現 に 伴 い,デ ータ通 信 シ ステ ムを構 成す

る場 合 の通 信 回 線 の選 択 の 幅 は更 に拡 大 した。 す なわ ち,公 衆 通 信 回 線及 び

特 定 通 信 回 線 の ほ か,新 た に,回 線 交 換 網 及 び パ ケ ッ ト交 換 網 が 加 わ り,四

つ の選 択 が 可 能 とな った。

これ ら,四 つ の 通 信 回線 は,そ れ ぞ れ 様 々な特 長 を有 してい るが,距 離 と

1日 当 た りの 通 信 時 間 に着 目 してそ の適 用 分 野 を あ え て概 念 的 に図 示 した も

の が第1-2-43図 で あ る。

第 唱一2-43図 適用分野の概念図

1日 当た り

通信時 間

距離

電電公社資料に よる。

公衆通信回線は,通 信量が少なく近距離の通信の場合により有利 とな り,

また,特 定通信回線は,通 信量の多い場合により有利 となる。デ ィジタルデ

ータ網の回線交換網は通信密度が高 く,1日 当た りの通信時間が長 くない中
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距離の通信の場合により有利であ り,パ ケット交換網は,通 信密度が低 く中

距離以上の通信の場合より有利 となるとい う見方をこの図は示 している。

なお,デ ィジタルデータ網の回線交換網とパケット交換網のそれぞれに適

応するシステムの具体例を対比的に示 したのが第1-2-44表 である。

第1-2-44表 デ ィジ タルデータ網に適 した システム

回 線 交 換 網 パ ケ ッ ト交 換 網

適 応 す る
シ ス テ ム 形態

デ ー タ エ ン トリー シ ス テ ム

リモ ー トジ ョブエ ン ト リー シス

テ ム

メ ッセ ー ジ通 信 シス テ ム

イ ン クワイ ア リ レスポ ン ス シ ス

テ ム

タイ ム シ ェア リン グ シ ス テ ム

メ ッセ ー ジス イ ッチ ン グ シ ス テ

ム

(参考)デ ータエ ン トリーシステ ム:入 力デー タをカセ ッ ト磁気テ ープ等に蓄積 し

てか ら集中的 にセ ンタに送信す るシステムで,デ ータの伝送 は高密度,長 電

文 となる。

リモー トジ ョブエ ン トリー システム:端 末 か らオ ンライ ンで,プ ログラム

とデータを送 り,セ ンタで一括 して処理 した後,端 末に 出力す る シ ス テ ム

で,デ ー タの伝送 は高 密度,長 電文 である。

メッセージ通信 システム:磁 気 テープ伝送等,端 末か ら端末 へ電 文を伝送

す るシステムで,デ ータの伝送 は高密度,長 電文 である。

イ ンクワイア リレスポンスシステム:端 末か らの問 合わせ に従 い,フ7イ

ルの照会,更 新等を行 い,結 果を端末に 出力す るシステムで,デ ータの伝送

は低密度,短 電文の ものが多 い。

タイムシェア リングシステム:端 末 とセ ンタの間で会話形 の処理 を行 うシ

ステムで,デ ータの伝送は低密度 のものが多 い。

メ ッセージスイ ッチ ングシステム:セ ンタを経 由 して複数 の端末 間で電文

の交換を行 うシステムで,デ ータの伝送は低密度,短 電文 のものが多 い。

電電公社資料に よ り作成。

ウ.料 金 体 系 の特 質

デ ィジ タ ル デ ー タ網 の料 金 体 系 は,公 衆 通 信 回 線 と同様 に従 量 制 で あ る

が,遠 近 格 差 につ い て は,回 線 交 換 サ ー ビスに つ い て は 約1:12で あ り,パ

ケ ッ ト交 換 サ ー ビ スに つ い て は,デ ー タを い った ん 交 換機 に蓄 積 し,交 換 機

間 を 高 速 度 で 伝送 す るた め伝 送 路 の効 率 的使 用 が 図 られ,距 離 に 比 例 す る コ

ス トの ウ ェイ トが 極 め て小 さ くな る こ とを反 映 して1:1.5と な っ て い る。
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また パ ケ ッ ト交換 サ ー ビス につ いて は,加 入 回線 の使 用 時 分 で は な く,伝 送

され た 情 報量 に応 じて課 金 され る。

(3)発 展 す る ネ ッ トワー ク

デ ィジ タル デ ータ網 は今 後 フ ァ クシ ミ リとか,デ ー タ通 信 とい った非 電 話

系 サ ー ビス の 発展 を支 え る も の と して期 待 され る。 世 界 各 国 に お い て も デ ー

タ通 信 に適 した ネ ッ トワ ー クの 開発 が 進 め られ て お り,こ うした料 金 面,技

術 面 につ い て 国 際 電信 電 話 諮 問 委 員 会(CCITT)等 の場 に お い て 国 際的 レベ

ル で の検 討 が な され て い る。

こ の よ うな動 きが あ る反 面,通 信 の個 別 ニ ーズ に こた え るネ ッ トワー クの

形 成 の要 望 が あ り,ま た,端 末 機 能 の高 ま りに伴 うネ ッ トワー クとの機 能 分

担 の問 題 が あ る。 これ らにつ い ては 将 来 の ネ ッ トワー クの形 成 の在 り方 と技

術 進 歩 との調 和 を どの よ うに 図 って い くか が 検討 課 題 とな る。

また,今 ま では 通 信 サ ー ビス ごと に独 立 の 網 が構 築 され て きた が,電 話,

電 信,フ ァ クシ ミ リ,デ ータ通 信 な どあ らゆ るサ ー ビスを 包 含 す る一元 的 な

網,デ ィジ タル 総 合 サ ー ビス網(ISDN)に つ い て の研 究 もな され て い る。

技 術 面 ではCCITTの 第X皿 研 究 委 員 会(デ ィ ジ タル網)を 中 心 と して 関連

す る第VII研 究 委 員 会(新 デ ー タ伝 送 網),第XI研 究 委 員 会(電 話 交換 及 び 信

号 方 式)と と もに 総 合 的検 討 が展 開 され よ うと して い る。 また,料 金 ・制 度

面 につ いて も,我 が 国 か らCCITTの 第 皿 研 究 委 員 会(一 般料 金 原 則)に

対 し,次 会 期(1981～84)に 新 た な検 討 課 題 とす る よ う提 案 して い る。

第3節 諸 外国における新 しい通信 メディ

ア開発の動 向

今日,世 界の情報化は急速に進展 している。近時著しい発展を遂げている

エ レクトロークス技術,電 気通信技術等がその重要な推進力になったといえ

よう。 このため,先 進各国は新技術,新 メディアの開発に多大の努力を傾注

しているが,そ の方向は各国の事情を反映 し多様である。
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1情 報通信 メデ ィアの普及 ・高度化の努 力

(1)基 幹メデ ィアの普及

社会経済活動の拡大,高 密度化に伴い,大 量の情報を迅速,正 確,効 率的

にかつ低コス トで伝達することが国の発展を維持す るためにはひっすの条件

となってきたことから,諸 外国とりわけ先進各国においては電気通信 メディ

アの速やかな整備 ・拡充が進められている。

第1-2-45表 は,世 界の電気通信関係分野における設備投資額の推移で

あるが,電 気通信分野における設備投資は堅調な伸びを示している。

第1-2-45表 電気通信関係設備投資額

世界(ア メ リカを除 く)ア メ リ カ 全 世 界 計

年 次
投 資 額 伸 び 投 資 額 伸 び 投 資 額 伸 び

1

億 ドル % 億 ドル % 億 ドル %
1975 238.37 一 119.47 一 357.84 一

1976 254.50 6.8 125.25 4.8 379.75 6.1

1977 32工.40 26.3 145.90 16.5 467.30 23.1

1978 33工.38 3.1 174.22 19.4 505.60 8.2

1979 357.04 7.7 198.45 13.9 555.49 9.9

1980 404.56 13.3 209.21 5.4 613.77 10.5

テ レホ ニー社 資料に よる。

(各国主管庁 ・関係事業 体へのア ンケー トを基に作成 。)

一 方
,欧 米 主 要 国 に おけ る電 話,テ レ ビ,テ レ ッ クス とい った基 幹 メデ ィ

ア の普 及 状 況 につ いて は,第1-2-46図 にみ る とお り,既 に 高 度 な 成長 を

遂 げ た米 国 に対 し,ヨ ー ロ ッパ各 国 も一 応 の水 準 に達 して い る が,い ま だ そ

の格 差 は 大 き い。

取 り分 け フ ラ ンス の電 気 通 信 は主 要 先 進 国 の 中 で最 も遅 れ て いた た め に,

電 気 通 信 の質 的 量 的 拡 充 を 国家 的 最 優 先 事 項 と し,第6次 国家 計 画(1971年

～1975年) ,第7次 国 家 計 画(1976年 ～1980年)を 通 じ,電 話 の普 及 が 図 ら

れ る と と もに電 子 交換 機 の導 入 等 が積 極 的 に推 進 され て きた 。 こ の間,投 資
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(注)1.フ ァクシ ミリ設 置台数 は,画像電子学会,電 気通 信総合研究所資料 に より作成。 日本 は1977年9月 現在,他 は1978

年末現在。

2.汎 用 電子計算機設 置台数 は,IDC,通 産省資料に よ り作成。1978年 末現在。

3.通 信 衛星打上 げ成功個数 は「宇宙開発 ハ ン ドブ ック」((社)経団連宇宙開発推進会議)に よ り作成 。1979年12月 末現在 。
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額 も100億 フ ラ ンか ら210億 フ ラ ンに急 増 した 。

(2)新 しい通 信 メデ ィア の普 及

既 存 の情 報 通 信 メ デ ィ アを 高 度 に普 及 させ,巨 大 な情 報 通 信 の市 場 と産 業

を 成 長 させた 米 国 にお いて は,メ デ ィア の多 様 化,高 度 化 も急 速 に進 展 して

い る。 これ は米 国社 会 の著 しい 情報 化 に よ り,新 しい 情報 ニー ズ が生 まれ て

きた こ と,こ れ らの潜 在 市 場 を 巡 り,激 しい競 争 が 展 開 され て い る こと な ど

を 背 景 と して い る。

一 方 ,ヨ ー ロ ッパ各 国 の新 メ デ ィアの 開発 導 入 は 第1-2-47図 にみ る と

お り,各 分 野 と も米 国 に比 較 し著 し く立 ち遅 れ て い る。 しか し,こ の情 報 通

信 産 業 は 国 家 産 業 の 中 で も今 後 ます ます 重要 な地 位 を 占め て くる もの との認

識 では 共 通 して お り,こ のた め 新 しい技 術,新 しい メ デ ィアの 開発 を強 力 に

進 め つ つ あ る。

第1-2-48図 は英 国郵 電 公 社(BPO)の 電 気 通 信 関 係 の 研 究 開発 費 の推
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第1-2-49表 諸 外 国 の 電 子

サ ー ビ ス 名

(国 名)
開 始 時 期 サー ピスエ リア 通 信 方 式 配 達 方 法

メ ー ル グ ラ ム1970年1月

(米 国)

米国本土 テ レ タ イ プ型 優先扱 いで配達

1 11

テ レ ポ ス ト

(カ ナ ダ)

1972年10月 ほぼ全土 テ レ タ イ プ型

一
速 達 配 達

普 通 配 達

テ レ レ タ ー1973年6月

(ス ウ ェ ーデ ン)(試 行)

ス トッ クホ ル ム,

ゲテ ボ ル グ等10

都 市

フ ァ クシ ミリ型 速 達 配 達

窓 口 交 付

ア ピ1974年9月 パ リ,マ ル セ イ

(フ ラ ン ス)(試 行)ユ 等24都 市

フ ァ クシ ミ リ型 窓 口 交 付
電報配達員によ
る配達
普 通 配 達

フ ァ クソ グ ラ ム1976年5月 ベ ル ヌ ジ ュネ

(ス イ ス)(試 行)一 ブ等6都 市

達

付

達

配

交

配

達

口
通

速

窓

普

ポ ス トフ7ッ ク1979年(試 行)

ス(デ ン マ ー ク)

国内の10郵 便局

に ファクシ ミリ

端 末装置を設置

フ ァ ク シ ミ リ型 特 別 配 達

普 通 配 達

テ レ ブ リ ー フ1980年(試 行)全 土(西 ベ ル リ

(西 独)ン を 含 む 。)

フ ァ ク シ ミ リ型 速 達 配 達

窓 口 交 付

移 を 示 した もの であ るが,1973年 度 か ら1977年 度 ま で の5年 間 に2.5倍 の伸

び を 示 し,こ の うち新 シ ステ ムの 研 究 開 発 関 係 では3.5倍 も の 伸 び と な っ

た 。 こ の間 にお け る電 気 通 信 事 業 の支 出 が2.1倍,収 入 が2.4倍 で あ った こ と

か らみ て もBPOの 新 しい 技 術,新 しい メ デ ィ ア開 発 の 努 力 が う か が わ れ

る。 英 国 で は更 に,1978年12月 に総 理 大 臣 が 今 後 の政 策 と して マ イ ク ロ プ ロ

セ ッサ応 用 研 究 プ ロジ ェ ク ト等 に対 し,5,500万 ポ ン ドを充 当 す る と と も に,

向 う3年 間 に お い て1億 ポ ン ドの規 模 の費 用 を か け て新 技 術 を フ ル に利 用 す

る こ とな どを 明 らか に して い る。
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郵 便 サ ー ビ ス の 現 状

所 要 時 間 運 営 主 体 備 考

午後7時 までに 米国郵便事業 と

受け㈹ たもの 皇芽う能 蘂
を翌日配達 の共同実施

国 際 メー ル グ ラム サ ー ビスを 準 備 中

翌 日 配 達 カナ ダ郵政省 と

蕎㌔ 配 達 賄 通信会社
1

到着後2時 間以

内に配達

郵政庁
(民間に一部委

託)

最近 このサ ー ビスを発展的に解 消 し,郵 政庁 と
電気通信庁共同でポス トファックスとい う局間
フ7ク シ ミリサ ービスの試行 サー ビスを開始

普通配達は翌々 郵電省の電気通

日 信総局

1975年7月 に は,国 内 電話 網 に ア クセ ス して い

る フ ァ クシ ミ リ端 末 か らで も利 用 可 能 と な っ

た 。

受付後配達 まで 郵電庁 の電気通

1～2時 間 信部門

サ ー ビ ス名 は そ の後 ビ ュー ロー フ ァ ッ クス サ ー

ビス と改 め られ た。 更 に1978年12月1日 か らは

ラ ジ オ ・スイ ス社 と共 同 で米 国 との 問 で 国 際 ビ

ュ ー ロ ー フ ァ ッ クス サ ー ビスを 開 始

不 明 郵 電 総 局 ポ ス トファックスのフ ァクシ ミリ端末装置 と互

換性のあ る加入者 自営 のファ クシ ミリ端末装置
か ら発信,又 は郵便局か ら加入者 自営 の ファク
シ ミリ端末 への送達 も可能

同日配達も可 郵 電 省 名あて人 がテ レフ ァックスサ ービスの加入者 で
ある場 合には,テ レブ リーフは配達局 を経 るこ
とな く,受 付局か ら直接加入者宅 まで伝送

一 方
,フ ラ ンス も1978年12月 に5か 年 計 画 にお い て デ ー タ通 信 機 器 の製

造,ア プ リケ ー シ ョ ンの開 発 等 の た め に22億5,000万 フ ラ ンの支 出 を決 定 し

た。

2画 像通信の開発動向

(1)電 子 郵 便

ア.電 子 郵 便 の現 況

近 年 急 速 に発 達 した 電 気 通信 技 術 を用 いた 電子 郵 便 サ ー ビス の各 国 の現 状

は第1-2-49表 の とお りで あ るが,米 国 の メ ール グ ラム サ ー ビス を 除 い て
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は 利 用 は 多 くな い。

米 国 の ウ ェ ス タ ン ・ユ ニオ ン電 信 会 社(WUT)が 米 国 郵 便 事 業(USPS)

と提 携 し提 供 して い る メ ール グ ラ ムサ ー ビス は,米 国 本 土 の ど こ に で も翌 日

配 達 を 保 証 す る電 子 郵 便 サ ー ビス で,1970年 に導 入 され,1972年 に実 質 的 な

営 業 が開 始 され た 。 メ ール グ ラ ムサ ー ビス の特 色 は,WUTの 電 子 交換 及 び

伝 送 装 置 の高 速 性 とUSPSの 市 内配 達 組 織 の経 済 性 とを 結 び つ けた 点 で ・

企 業,一 般 公 衆 に広 く受 け 入 れ られ て い る。 この た め,サ ー ビス の 成長 は 第

1-2-50表 及 び第1-2-51図 にみ る とお り着 実 で あ り,1978年 度 に は

WUTの 全 収 入 の9.3%を 占め る ま でに な った。

第1-2-50表 メールグラム利用通数

年 通 数

1974 19,804,000

1975 22,671,000

1976 25,460,000

1977 28,383,000

1978 32,696,000

第1-2-51図 メールゲ ラムサー ビスの収 入

百万 ドル63.9

1974年1975197619771978

WUT年 次 報 告 書(ig78年 度)に よる。
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イ.新 た な 展 開 を始 めた 電 子 郵 便

USPSは,メ ー ル グ ラム の成 功,郵 便 事業 経 営 の将 来 展 望,電 子 送 金 サ ー

ビ スの登 場 とい った 各 種 要 因 を 考慮 し,米 国研 究 諮 問 委 員会 の報 告 及 び郵 便

事 業 委 員会 の勧 告 を踏 まえ て,現 在,コ ン ピ ュー タ発 信 電子 郵 便(ECOM)

及 び 国際 電 子 郵 便(イ ンテ ル ポ ス ト)の 計 画 を 推 進 して い る。

ECOMは,自 己 の コ ン ピ ュー タを 有 す る大企 業 利 用 老 を 対 象 と し,25都

市 の郵 便 局 網 を利 用 して全 米50州 に お け る翌 々 日配 達 を 保証 す る シス テ ム

で,郵 便 事 業 にお け る本格 的 な電 子 郵 便 シ ステ ムの過 渡 的 な形 態 であ る。'

ECOMメ ッセ ー ジ は差 出人 の コ ン ビ 凸一 タ等 に よ って直 接 に送 付 さ れ る

か,あ る いは 磁 気 テ ー プの形 で差 し出 され,あ らか じめ 指 定 され た取 扱 郵 便

局 に電 子 的 に伝 送 され る。 郵 便 局 では そ れ を高 速 プ リ ンタに よ って ハ ー ドコ

ピー に転 換,封 入 し,通 常 郵 便 物 と と もに配 達 す る。 料 金 は1通 当た り30～

55セ ン ト,年 間送 信 数 は 約50億 通 を 見 込 ん で い る。

な おECOMは,将 来 総 合 的 な 電子 郵 便 シス テ ム であ る電 子 メ ッセ ー ジ ・

サ ー ビス ・シス テ ム(EMSS)へ 事 実 上 移 行 して い くこ とと な って い る。

EMSSは,企 業,官 公 庁 及 び 家 庭 の 利用 者 を 対 象 と した 電 子 郵 便 シ ス テ

ムで,全 米 の95%に 対 す る翌 日配 達 が 目標 と され て い る。 この シ ス テ ムで は

通 常 の ハ ー ドコ ピー ・メ ッセ ー ジ に加 え,コ ン ピ ュ ー タ,フ ァ クシ ミ リ等 か

らの電 子 的 入 力 も受 付 け 可能 で あ る。 なお,ハ ー ドコ ピーは 郵 便 局 に 設 置 さ

れ た 公 衆 用 入 力 装置 に入 力 され,OCR/フ ァ クシ ミ リに よ り磁 気 テ ー プ等 に

変 換 され てEMS局 へ 電 子 的 に伝 送 され る(第1-2-52図 参照)。

一 方
,イ ンテ ル ポ ス トはUSPSと コム サ ッ トの共 同 計 画 に よる 国際 電 子

郵 便 の 実験 サ ー ビス で,イ ソテル サ ッ トIV-A号 衛 星 を 介 して ア ル ゼ ンテ ィ

ン,ベ ル ギ ー,西 独,フ ラ ンス,イ ラ ン,オ ラ ンダ及 び英 国 の7か 国 との問

で 行わ れ る 計画 で あ る。

と ころ で,電 子 郵 便 は 郵 便 と電 気 通 信 が 重 合 化 した メデ ィア で あ るた め,

米 国 に お い て は,そ の境 界 領 域 を め ぐ ってUSPSと 連 邦 通 信 委 員会(FCC),

電 気通 信事 業者 と の間 で 議 論 が行 わ れ て い る。
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第1-2-52図 EMSSの 概 要

EMSシ ス テムは1985年 の業務 開始 を予 定 して

お り,企 業,官 公庁及 び家庭 から差 し出 され る

年間200億 通か ら240億 通 の書状,す なわち甚}状

総数 の約30パ ーセ ン トが電子郵 便に移行 す る。

衛星を含む

伝`網

USPSは,1979年9月 に監督機関である郵便料金委員会(PRC)に 対 し,

ECOMの 認可申請を行 ったが,こ れに対 し,FCCはECOMの 管轄権を主

張 し,ま た,タ イムネ ット.グ ラフネ ット,AT&T等 の民間の通信事業者

は,USPSの 電子郵便サービス分野への進出は独占的支配をもった競争者の

出現 ととらえ,強 く異議を唱えている。なお,1979年7月,カ ーター大統領

が条件つきながらUSPSの 電子郵便計画を支持する声明を発表 し,更 に同

年12月 にPRCが 大統領声明の趣 旨に沿って,契 約者をWUT社1社 に限

定す るのではな く,取 扱いを希望す る多 くの通信事業者に通信業務を委託で

きるなどの内容を織 り込んだ新 しい内容 ・目的の電子郵便を認め,USPSも

これを基本的に受け入れた ことか ら,ECOM計 画は新たな段階を迎え て い

る。
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(2)国 際 的 競 争 下 の ビデ オ テ ック ス

現 在,我 が 国を は じめ 欧 米主 要 国 では,テ レビ受像 機 を デ ィ ス プ レイ 端 末

と して利 用 し,情 報 検 索 サ ー ビス を提 供 す る ビデ オ テ ックス シ ステ ムの 開 発

が活 発 に行 わ れ て い る(第1-2-53表 参 照)。 取 り分 け ヨー ロ ッパ諸 国 に

お い て は1日4～5時 間 しか 使 われ て い な い テ レ ビの ブ ラ ウ ン管 の有 効 利 用

を 図 る こ とに よ り新 た な需 要 を 創 出 し,各 種 産 業 を 賦 活 ・育成 す る との政 策

的 配 慮 か ら熱 心 な取 組 み を 行 っ てい る。

ビデ オ テ ックス シス テ ム の原 型 とな った プ レス テ ル(PRESTEL)を 開発

した 英 国 郵 電 公 社(BPO)は,こ の シス テ ム を 国 の重 要施 策 の一 つ に位 置 づ

け て お り,こ の た め1979年3月,世 界 に 先駆 け て商 用 サ ー ビス を 開始 す る一

方,積 極 的 な海 外 マ ーケ ッテ ィン グ活 動 を 展 開 して い る。BPOが プ レ ス テ

ル の開 発 に 投 資 した 資金 規 模 は商 用 開 始 まで に約2,300万 ポ ン ド で あ った

が,1984年 まで に は更 に約1億 ポ ン ドが追 加 され る も の と予 想 され て い る。

商 用 サ ー ビス は,現 在,ロ ン ドン,ノ ッチ ンガ ム,グ ラ ス ゴ ー,エ ジ ンバ

ラ及 び バ ー ミン ガ ムの5地 域 で提 供 され て お り,1980年 中 には更 に13地 域 が

追 加 され る予 定 で あ るが,こ れ に よ り英 国 の 電話 加入 者 の約50%が カバ ー さ

れ る こ と に な る。 た だ し,端 末 機 の普 及 は 必 ず し も順 調 では な く,強 力 な施

策 が必 要 と され てい る。

フ ラ ンス では,コ ン ピュ ー タ,端 末 機 器,電 気 通 信施 設 に対 す る国 内需 要

を 高 め る こ と に よ り,フ ラ ンス の情 報 産 業 の体 質 を 強 化 し,こ の分 野 で の 国

際市 場 に お いて 優 位 を 占 め るた め の情 報 化 政 策 の 一環 と して,郵 電 省(PTT>

に よ りビデ オ テ ッ クス シ ステ ムの 開発 が進 め られ て い る。 具 体 的 な プ ロ ジ ェ

ク トと して は,テ レテル(TELETEL)及 び エ レク トロ ニ ッ ク ・ダイ レ ク ト

リー(ElectronicDirectory)の 実 験 が 計 画 され て い る。

テ レテ ル の実 験 は1980年 末 か らパ リ郊 外 の ベ リジ ーで 開始 され る予定 で あ

るが,こ の実 験 では 情 報 セ ン タの所 有 ・運 用 を サ ー ビス提 供 者 に積 極 的 に ゆ

だ ね て い く方 針 を と って い る こ と,ま た 情 報 検索 サ ー ビス に加 えて メ ッセ ー

ジサ ー ビス,処 理 サ ー ビス(計 算,予 約,オ ンライ ン取 引等)と い った 多様



第1-2-53表 諸外国にお ける主要な ビデオテ ックズシスデムの開発動向

国 名

英 国

フ ラ ン ス

西 独

オ ラ ン ダ

ス イ ス

フ ィ ン ラ ン ド

ス ウ ェ ー デ ン

カ ナ ダ

機 関
矧 システ・名/サ ー ビ・名

郵 電 公 社

郵 電 省

郵 電 省

郵 電 庁

郵 電 庁

社
社
社縫

出

キ

電

マ

ン
ア

シ

ノ

ル

キ

サ

ヘ
ノ

電 気 通 信 庁

通 信 省

プ レステル

(PRESTEL)

ア レ ァ ル

(TELETEL)

エ レ ク ト ロ ニ ッ ク ・ダ イ

レ ク ト リ ー

(ElectronicDirectory)

ビル トシルムテキ ス ト

(BILDSCHIRMTEXT)

ビ ジ テ ル

(VIDITEL)

ビ ュー デ ータ

(VIEWDATA)

テ ル セ ッ ト

(TELSET)

デ ー タ ビジ ョ ン

(DATAVISION)

テ リ ド ン

(TELIDON)

開 発 状 況 等

ジ【

始

ジ
ペ

開

F
千

ス
5
ぺ
6

ビ
39
万

万
4

始

一
刷
25
15
25

開

サ

験
用

実
商
数
量
量
数

婆

犠
購

●

.

幸

積

報

78

79
端

情

蓄

情

19

19

1980末 実 験 開 始 予 定(ベ リジ ー)

端 末 数2,000～2,500

情 報 容 量7万5千 画 面(外 部 セ ン タを 除 く。)
サ ー ビス提 供 者 数150～200

エ98工 末 実験 開始 予 定(イ レ ・エ ・ビ レヌ)

端 末 数27万

1980.6～ 実験 開始(デ ュ ッセル ドル フ及 び 西 ベ ル リン)

端 末 数 各3,000

清 報 容 量 各32万 ペ ー ジ(外 部 セ ンタ を除 く。)

情 報提 供 者 数350
1982末 又 は1983初 商 用 サ ー ビ ス開 始 予定

1980.8実 験 開 始 予 定(オ ラ ンダ全 土)

端 末 数4,000

1980実 験開始予定(ベ ル ヌ)

端 末 数140

1978.6～ 実 験 開 始(ヘ ル シ ンキ)

端 末 数130

蓄 積 情 報 量1万3,000画 面

1979.4実 験 開 始(ス}ッ クホ ル ム)

端 末 数 約30

1979初 現場試験開始

ー

H
O
Q。
ー

謎

H



米 国

ベ ルカナ ダ電話会社

アルバ ータ州政府電

話会社

マ ニ トパ 電話会社

ブ リテ ィ ヅシ ュ ・コ
ロ ン ビア電 話 会 社

ニ ュー ブ ラ ン ズ ウ ィ

ッ ク電 話 会 社

テ レケ ー ブル ・ビデ

オ トロ ン

農 務 省

ゼネラル電話電子工

業会社
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社

新
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(MERCURY)

グ リー ンサ ム計 画

(GreenThumbPlan)

ビュ ーデ ー タ

(VIEWDATA)

E工S

(ElectronicInformation

Service)

ビュ ー トロ ン

(VIEWTRON)

1981.1実 験開始予定(ト ロン ト及 びモン トリオ ール)

端 末 数500
情 報 容 量7万 ぺ一 ジ
情報提供者数 約50

ユ980.3実 験 開 始(カ ル ガ リー)

端 末 数ll5

始開験実の

0
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0
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～0

タ
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v
財

M
グ
数
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初

末

80

端

19 (サ ウ ス ・ヘ ッデ ィ

1980.6電 話 タイ プの 実験 開 始(ウ ィニペ グ)

端 末 数 約150

1981光 フ ァイ バ ケー ブ ル使 用 の実 験 開 始予 定(エ リー)

端 末 数 約150

1980実 験開始予定(バ ン クーバ ー)

端 末 数 約30

1980秋 実 験 開始 予 定(ニ ュ ー ブ ラ ンズ ウ ィ ッ ク)

端 末 数 約20

1981初 実 験 開 始 予 定(モ ン ト リオ ー ル)

端 末 数1982ま で に約250

1980実 験 開 始 予 定(ケ ンタ ッキ ー)

端 末 数 約150

1980.7実 験 開 始 予 定

端 末 数400～500

1979.8～ 実験 開 始(ア ル パ ニ ー)

端 末 数
情報提供者数
1980

20
25～30

第2次 実験開始予定

1980実 験 開 始 予 定(コ ー ラル ・ゲ ー ブ ル ズ)

端 末 数30

卜。
緯

酋・

一
〇
〇
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な利 用 が 計 画 され てい る点 が 大 きな特 色 とな って い る。

エ レ ク トロ ニ ツ ク'ダ イ レ ク トリーの実 験 は1981年 か らイ レ ・エ ・ピ レヌ

地 域 で 開始 され る が,ビ デ オ テ ッ クスを 電 話 番 号検 索 に 利用 し よ うと して い

る点 及 び電 話 加 入 者 に対 し端 末 機 を 無 償 で設 置 す る点 が 大 きな 特 色 と して 各

国 の 注 目を集 め て い る。

カナ ダで は,通 信 省(DOC)が 開 発 した テ リ ドンを 国 内産 業 基 盤 の確 立 及

び 国 際 競 争 力 強 化 の観 点 か ら重 要 施 策 の一 つ に位 置 づ け て お り,そ の研 究 開

発 及 び 実 験 に は積 極 的 な助 成 を行 って い る。 テ リ ドンの実 験 は,ベ ル カ ナ タ

が ビス タ(VISTA)と い うサ ー ビス名 で,ト ロ ソ ト,モ ン ト リオ ール に お

い て実 施 す るほ か,ア ル バ ー タ州政 府電 話 会 社,マ ニ トバ 電 話 会 社 等 多 くの

事 業 体 が 電 話 回 線CATV,光 フ ァイバ ケ ー ブ ル等 各 種 の媒 体 を利 用 し,

情 報 検 索 サ ー ビス,メ ッセ ー ジサ ー ビス,音 声 サ ー ビス等 多 様 な サ ー ビ ス 内

容 の実 験 を 計 画 して い る。

西 独 では 郵 電 省(DBP)が 英 国 の技 術 を導 入 し,ビ ル トシル ム テ キ ス ト

(BILDSCHIRMTEXT)の 開 発 を 進 め て きた が,1980年6月 に デ ュ ッセ ル

ドル フ と西 ベ ル リ ンに お い て実 験 を 開 始 した 。

そ の他,1980年 中 には オ ラ ソダ,ス イ ス,米 国 等 が 相 次 い で実 験 を 開 始 す

る予 定 で あ る。

この よ うな各 国 の 開発 努 力 に よ り,ビ デ オ テ ッ クス は 今後 急 速 に 成長 して

い く もの と期 待 され て い る(第1-2-54図 参 照)が,同 時 に 編 集 権,プ ラ

イバ シー の保 護,他 の メデ ィア との境 界 問題 運 営 主体,標 準 化等 多 くの課

題 に も直 面 して い る。

(3)開 発 が 相次 ぐテ レテ キ ス ト

我 が 国 に お い て 文字 多 重 放送 と呼 ば れ て い るテ レテ キ ス ト の 開 発 は,英

国,フ ラ ソス を 中 心 に進 め られ て きた が,最 近 で は カナ ダ,米 国 等 も独 自 の

方 式 に よ る シ ステ ムを 開 発 して い る(第1-2-55表 参 照)。

英 国 では,英 国 放 送 協 会(BBC)が シ ー フ ァ ッ クス(CEEFAX)を 開 発

し,1974年9月 か ら2年 間 の実 験 放 送 を 行 い,1976年 秋 に は 正 式 業 務 と して
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第1-2-54図 ヨー ロッパにおけるビデオテ ックス端末の

普及予測
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の許 可 を 得 て定 時 サ ー ビス を 開始 した 。 これ に対 し,独 立 放 送 協 会(IBA)

では オ ラ クル(ORACLE)を 開発 し,1975年6月 以 来 実 験 放 送 を行 って い

る。 現 在,BBC1,BBC2,ITVで テ レ ビジ ョン放 送 の 全 時 間 テ レテ キ ス ト

が放 送 され て い る。

フ ラ ンス で はPTTと ラ ジオ ・テ レ ビ送 信 担 当 公 社(TDF)に よ って運 営

され て い る テ レ ビ電 気 通 信 共 同 セ ン タ(CCETT)が 開発 した ア ンチオ ー ブ

ー デ ィ ドン(ANTIOPE-DIDON)の 多 様 な実 験 が な され て い る。 主 要 な

サ ー ビス と して は株 式 情 報 提 供 サ ー ビ ス,気 象情 報 サ ー ビス,地 域 情報 提 供

サ ー ビ ス等 が あ る。

西 独 では,西 ドイ ツ放送 連 盟(ARD)と ドイ ツ第2テ レ ビ協 会(ZDF)が

ビデ ォ テ キ ス ト(VIDEOTEXT)の 開 発 を進 め て きた の に対 し,ド イ ッ 新

聞 出 版協 会(BDZV)は ビル トシル ム ツ アイ ト ン ク(BILDSCHIRMZEIT一



第1-2-55表 諸外 国における主婁 なヂ レデキ ス トシスチムの開発動向

国 名

英 国

フ ラ ン ス

西 独

ス ウ ェ ー デ ン

米 国

カ ナ ダ

機 関 名

英 国 放 送 協 会

独 立 放 送 協 会

テ レビ電気通信共 同セ
ンタ

西 ドイ ツ放 送 連 盟
ドイ ツ第2テ レビ協会

ドイ ツ 新 聞出版協会

ス ウェーデ ン放送協 会

公 共 放 送 サ ー ビ ス

KSL-TV社

マ イ ク ロ ・テ レ ビ社

マ イ ク ロ ・パ ン ド社

オンタ リオ教育通信局

システ ム名/サ ー ビス名

シ ー フ ァ ック ス

(CEEFAX)

オ ラ ク ル

(ORACLE)

ア ンチオ ー プー デ ィ ドン

(ANTIOPE-DIDON)

ビデオテキ ス ト

(VIDEOTEXT)

ビル トル シ ム ツ ア イ トソ ク

(BILDSCHIRMZEITUNG)

テ キ ス トー テ レ ビ

(TEXT-TV)

ク ロ ー ズ ド ・キ ャ プ シ ョ ニ ン グ サ ー ビ ス

(ClosedCaptioningService)

タ ッチ トー ン ・テ レテキ ス トシ ス テ ム

(TouchToneTeletextSystem)

イ ン フ ォー テキ ス ト

(INFO-TEXT)

イ ンテルテキス ト
(INTELTEXT)

テ リ ド ン
(TELIDON)

開 発 状 況 等

1974～ 実験放送開始
1976秋 ～ 定時放送開始

二

トコ
ー

滋

H

1975.6～ 実 験 放 送 開 始

1977～ 実験放送 開始

1980.6～ 実 験 放 送 開 始

1976～ 実験放送開始

1976.12FCC技 術 基 準 制 定

1980.1～ サ ー ビス開 始

1979.5～ 実験 放 送 開 始

1978 シ ステ ム完 成

デ モ ンス トレー シ ョ ン

1980 実験放送開始予定

1980 教 育TV網 「テ レビオ ンタ リ
オ」を通 じて実験放送 開始予

定
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UNG)と い う名 の ま った く同 じ方式 の シス テ ムを 開 発 して きた 。 放 送 界 と

新 聞界 は こ のサ ー ビ スの送 信 権 を巡 り激 しい議 論 を続 け て きた が,最 近 よ う

や く両 者 間 で妥 協 が 成 立 し1980年6月1日 か ら実 験放 送 が 開始 され た。 この

実 験 放 送 にはARD,ZDF及 び新 聞社5社 が 参 画 して い る。

米 国 では 公 共 放 送 サ ー ビス(PBS)が 開 発 したLINE21を 利 用 した 難聴

者 の た め の字 幕 放 送 サ ー ビス(ClosedCaptioningService)が1980年 春 か

らPBS,ABC及 びNBCの テ レ ビジ ョン放 送 ネ ッ トワー クを 通 じて 放 送 さ

れ て い るが,そ の他,KSL-TVが ビデ オ テ ッ クス の機 能 も併 せ 持 った タ ッ

チ トー ン ・テ レテキ ス トシス テ ムを開 発 す るな どい くつか の開 発 が 進 め られ

て い る。

カナ ダ で はオ ンタ リオ教 育通 信 局(OECA)が テ リ ドンシ ス テ ムを利 用 し

た テ レテ キ ス トの実 験 を1980年 か ら開 始 す る こ とに な って い る。

(4)CATV一 そ の 新 しい 展 開一

今 日,CATVは 米 国,カ ナ ダ,ヨ ー ロ ッパ諸 国 にお い て 普及 して い る が,

そ の発 展 形 態 は 再 送 信 の み に 限定 され て い る ヨ ー ロ ッパ型 と再 送 信 以 外 に 自

主 放 送 も行 って い る北 米 型 に 大別 され る。 こ の中 で 米 国 のCATV産 業 は,

1970年 代 中 ごろか ら一 大 飛躍 を遂 げた が,そ の 最 大 の理 由 は ケ ー ブ ルテ レビ

と国 内通 信 衛 星 との 結合 が行 わ れ た こ とに よ る。1975年12月 に サ トコ ムー1

号衛 星 が打 ち上 げ られ た が,こ の衛 星 は 全 米 を カバ ー し,か つ24チ ャ ン ネル

分 の テ レ ビ電 波 を送 る こ とが で きる こ とか ら,ホ ー ム ・ボ ッ クス ・オ フ ィス

社(HBO)を は じめ とす る有 料 ケ ー ブル 会 社 は この衛 星 を利 用 して,低 コス

トで豊 富 な番組 を 全 国 に ネ ッ トす る こ とが で き る よ うに な った 。 この 結 果,

有 料 ケ ー ブ ル も飛躍 的 な成 長 を遂 げ,HBOに つ い てみ れ ぽ,1975年12月 の

契 約 世 帯 が25万 世 帯 で あ った の に対 し,1979年12月 に は270万 世 帯 とな っ

た。 また,ロ ー カ ルの独 立商 業 放 送 局 のWTCG-TVが 衛 星 を 利 用 し て

CATVに 対 し,コ マ ー シ ャル入 りの 自局 番組 の分 配 を 開始 した こ と もCATV

に対 す る需 要 を 高 め る上 で 大 きな役 割 を 果 た した。 三 大 ネ ッ トワ ー クの系 列

外 の ロ ーカ ル局 であ って も,衛 星 を 利 用 す る こ とに よ り,全 米 的 な放 送 が可



一114一 第1部 総 論

能 とな ったわ け で,こ う した 局 は ス ーパ ー ス テ ー シ ョ ンと呼 ぼ れ,大 き く成

=長して い る。

米 国 のCATV加 入 契約 者数 等 の推 移 は 第1-2-56図 の とお り で あ る

が,今 後 も順 調 な成 長 が 予 想 され て お り,こ のた めCATV関 連 機 器 装 置 の

売 上 げ も,1977年 の1億7,300万 ドル か ら,1986年 に は8億 ドル に まで 拡 大

す る もの とみ られ て い る。

第1-2-56図 米 国CATVの 推 移(1970年=loo)
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3デ ータ通信 の開発動向

(1)デ ー タ通 信 市 場 の 動 向

近 年,デ ー タ通 信 用 のハ ー ドウ ェ ア と通 信 サ ー ビスに対 す る需 要 は,各 国

に お い て劇 的 に増 加 して い る。

デ ー タ通 信 の構 成 要 素 の一 つ で あ る電 子 計 算 機 の金 額 ベ ース の 設 置 状 況

は,第1-2-57図 に示 す とお り米 国 が 全体 の45.4%を 占め て い る。

第1-2-57図

そ の他

自由諸 国
計18.1%

カナ ダ
2.8%

世界の電子計算機の設置状況

(設置金額べ一ス)

ソ連 ・

東 欧その他
6.8%5

。3%

本
10.0%

その他

7.8%

米 国
45.4%

イタ リア フフンス
2.5%5.7%英 国 西独

5.8%7 .9%

西 欧

計29.7%

1977年 末 現 在IDC調 べ(総 額927億2,300万 ドル)

米 国 で は,コ ン ピ ュー タ処理(EDP)ユ ーザ が1978年 に デ ー タ通 信 の た め

に支 出 した 回線 費 用 は13億1,000万 ドルで あ った 。 こ の額 は年 平均26%で 増

加 して きて お り,1980年 代 に お い て も20～30%の 増 加 率 を維 持 す る こ とが 予
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想 され て い る。 ま た,リ モ ー トデ ー タ端 末 機 器(DTE)の 利用 は1960年 代 に

始 ま った が,1970年 代 に は そ の数 が 急 速 に増 加 し,デ ー タ通 信 サ ー ビ スに 対

す る ニ ーズ を よ り一 層 増 大 させ てい る。 これ は デ ー タ処 理 が 分 散 化 の傾 向を

強 め つつ あ る こ とと関 連 を も っ て い る。 一 方,デ ー タ トラ ピ ックに つ い て,

ア メ リカ電 話 電 信 会 社(AT&T)が 行 った 市場 調査 に よれ ぽ,米 国 産 業 界

に お け る総 トラ ピ ッ クは1978年 か ら1985年 まで年 平 均12%の 増 加率 を 示 す も

の と推 定 して い る。

第1-2-58表 は,米 国 にお け る デ ー タ通 信市 場 の動 向(一 部推 定 値 を 含

む 。)を 示 した もの で あ る。

第1-2-58表 米国におけるデータ通信市場 の動向

＼
デ ータ通信用 の
回線費用

(億 ドル)

DTE数

(万 台)

総 デ ー タ トラ ヒ

ッ ク(兆bits/年)

1974

5.17

80

1976

8.50

1978

13.10

E

O52

E

I,240

1980

E

20.71

E

233

E
1,600

1982 1985

1978～1980

の年 平 均 増

加 率

26%

一
E

2,100

E

2,750 14%

フ ロス ト ア ン ド サ リパ ン資 料 に よる。

(注)E:推 定 値

(2)ネ ッ トワー ク ・イ ン フ ォメー シ ョン ・サ ー ビス の 動 向

ネ ッ トワー ク ・イ ン フ ォ メー シ ョン ・サ ー ビス(NIS)は 通 信 回 線 を 通 じ

て コ ン ピ ュー タ処 理 を 行 う もの で,ユ ー ザが 即 時 に 回答 を 得 られ,ま た 遠 隔

地 か らの ア クセ ス が可 能 で あ る こ とな どの利 点 が あ り,飛 躍 的 な 伸 び が 続 い

て い る分 野 で あ る。 米 国 に お け る コ ン ピ ュー タ処 理 サ ー ビス の売 上 高 は 第1

-2-59表 の とお りで あ る
。1978年 に お け るNISの 売 上 高 は27億700万 ド

ル で,処 理 サ ー ビス全 体 の うち47%に 達 して い る。NISの 伸 び は,今 後5

年 間 毎年 平 均20%の 増 加 が期 待 され,1983年 には 約70億 ドル に達 す る と予 測

され て い る。 この よ うな発 展 は,
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米国におけるコンピュータ処理 サービスの売上高

(単位:100万 ドル)

サ ー ビ ス

NIS

イ
ト

け
葡

シ
ジ

伊

ア
ネ

フ

マ

バ ヅ チ

処理 サー ビス計

1977年

割 合

1978年

割 合

2,198

914

1,738

%
45,3 2,707

18.4

36。3

1,082

1,976

%
47.0

18.8

34,2

1983年

(予測)割 合

4,850

6,885

2,410

2,364

1。。 隠765旨 。。 。〕11,659

1

%
59,1

20,7

20.2

IOO.0

83/78年 平

均成長 率

(予測)

%
20

17

4

15

イ ンプ ッ ト社資料か ら作成。

電気通信総合研究所 資料 に よる。

第1-2-60表 ヨー ロ ッパ諸国におけるNIS業 者の売上高 に占め

る米国系業者の シェア(1975年 推定)

区 別

米国系業者

非米国系業
者

合 計

フ ラ ンス

%
36.2

63.8

IOO.0

西 ドイ ツ

%
63.9

36.1

100.0

イ ギ リス

%
85.8

14.2

100.0

イ タ リア

%
63.1

36.9

100.O

オ ランダ 北 欧 その他 合 計

ヵンタムサイエ ンス社資料か ら作成。

(財) 日本情報処理開発協会資料 に よる。

% % % %
84.7 41.5 66.1 58.8

15.3 58.5 33.9 41.2

100.O 100.0 100.O lOO.O

① デ ー タベ ー ス の発 展

② 安 価 で便 利 な通 信 回 線 の出 現

③ 情報 処 理 の即 時 性 へ の 要 求

に よ る もの と考 え られ てい る。

一 方
,1975年 時点 で の ヨー ロ ッパ に お け るNIS分 野 の売 上 高 シ ェア は,

第1-2-60表 に示 す よ うに58.8%が 米 国系 業 者 で 占 め られ て お り米 国系 企

業 の侵 入 に対 す る 脅威 は大 きな もの で あ った 。 そ の 後1978年 の売 上 高 は ヨー
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ロ ッパ ・コ ン ピ ュー テ ィン グ ・サ ー ビス連 合 会(ECSA)加 盟11か 国 で10億

7,820万 ドル,そ れ に非 加 盟 国 の アイ ル ラ ン ド,ス イ ス,ポ ル トガル ・ オ ー

ス トリアを含 めた15か 国 では11億6,740万 ドル とな った。 これ は 依 然 米 国 の

半 分 以 下 にす ぎな いが,第1-2-61表 でわ か る よ うに 各 国 と も前 年 に 比 べ

第1-2-61表 ヨー ロ ッパ諸国のNISの 売上高推移

(単位:百 万 ドル)

国 別 1977年 1978年

1978年/1977年

伸 び 率(%)

E

C

S

A

加

盟

　
ベ ル ギ ■ 29.5 50.6 71.5

デ ン マ ー ク

フ ィ ン ラ ン ド

28.6

13.9

フ ラ ン ス 203.0

西 ド ィ ・1 120.0

イ タ リ ア

オ ラ ン ダ

38.8

67.4

・ 一 ル ウ ・一 19.2

56.1

19.3

274.4

184.8

69.4

86.6

26,1

96.2

38.8

35.2

54.0

78.9

28.5

35.9

コ ンピュータ ・

サ ー ビス産業 の

売上高全体に 占
め るNISの 比

率(%)

国

非

加

盟

国

24.7

ス ペ イ ソ

ス ウ ェ ー デ ン

12.4

73.4

イ ギ リ スi
1

!00.1

ア イ ル ラ ン ド*

21.3

13.1

20.5

L9.5

13.2

21.4

16.5

24.6 98.4 14.5

86・71 1
●81 21.3

199.6

(4,7)

99.4 25.9

14.6

オ ー ス ト リァ 7.1 ll.・1 66.2

ポ ル ト ガ ル1 1.0 1.7

ス イ ス 4・.・i 71.0

合 十
二
ニ
ロ 755.3

1,162.7

(L,167.4)

70.0

73.6

53.9

ll.8

li.5

31.3

(注)汐 アイル ラン ドのECSA加 盟は1979年 であ る。

()内 はアイル ラン ド分 を含む 。

「第3回 年次調査」(ECSA)か ら作成。

電気通信総合研究所資料に よる。
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てか な りの成 長 を 示 して お り,米 国系 企 業 に対 す る脅 威 も徐 々に薄 れ つ つ あ

る。 な お,こ のNISの 売 上 高 は コ ン ビ_一 タサ ー ビス 産業 全 体 の20.4%を

占め,今 後 に お い て も毎 年 か な りの 成長 が見 込 まれ て い る。 また,ヨ ー ロ ッ

パ 諸 国 の デ ー タ通 信 は,オ ラ ン ダ とオ ー ス トリアを除 い て郵 電 主 管庁(PTT)

のほ とん ど独 占 とな って お り,NISの 発 展 もPTTの 政 策 に 大 き く影 響 を

受 け る こ と とな る。

(3)オ ン ラ イ ン ・デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス の 動 向

NISの うち,主 に検 索 サ ー ビ スを行 う分 野 を 特 に オ ン ライ ン ・デ ー タ ベ

第1-2-62表 オ ンラ イ ン ・デ ー タベ ー ス ・サ ー ビ ス市 場 の 売 上 げ 高 見積 り

(単 位:iOO万 ドル)

区 分1977年1978年1979年1198・ 年 ・981年1982年11983年

加 工 ・分 析 用 デ ー タ 72. 9111131139 169206250

最 終 デ ー タ 36・1455157・715189・1,ll・1,385

計 4325461683185411,。 ・・1,316!1,635

電気通信総合研 究所資料 に よる。

(インターナ ショナル ・データ社の見積 り)

第1-2-63表 欧米諸国で提供され ているデー タベースの分野別内訳

＼ 項 目

対象晶 ＼
デ ー タベ ー ス数

国 別 内 訳

米 国 カ ナ ダ 欧 州 そ の 他

自 然 科 学 45(ll%) 3捌 1 10 2

工 学
　

54(13%)[ 27 27

医 学1
　

22(5%)1 17 4 1

人 文 科 学 18(4%) 16 2

社 会 科 学 40(10%) !6 1 23

経 済 ・経 営 197(49%) i62 12 ・・[ 3

そ の 他 27(7%) 14 5 8

合 十二=
ロ

403(IOO%) 284 19 ・41・

「欧米諸国におけるデータ通信の動向」電 気通信総合研究所に よる。
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第1-2-64表

論

欧米諸国のオンライン ・データベース ・サー ビス

提供者数 とその内訳

(1978年 現在)

潔
ア

メ

リ

カ

国 名

米 国

オ ンライ ン
・デ ー タベ

ー ス ・サ ー

ビス提 供 者

数

60

内 訳

NIS会 社

39翌
専 門 機 関

民間企業離 贈

14 7

1

備 考

VANを 利用

してい るのが
46社 ある

VANを 利用

しているのが
1社 ある

・ キ ・ ・i 1 1 ''

小 計 64
42

(66%)
14

(22%)
8

(12%)

ヨ

1

口

ツ

ノく

イ ギ リ ス 9 3 2 4

フ ラ ン ス 11

西 ド イ ツ 11 1 2

1-

・i

… ア1 4* 4

オ ラ ソ ダ 3 2 1

ベ ル ギ ー 2 2

オ ー ス ト リア 1 1

ス ウ ェ ー デ ン 8 8

・ ・ ソ …1 2 2

ノ ー ル ウ ェ ー 1 3

小 十者
口

総 計

54

118

6
(ll%)

48
(40%)

4
(7%)

18
(15%)

44
(81%)

52
(44%)

(注)*イ タ リアには,国 際機関が含 まれ る。

電気通 信総合研究所 資料 に よる。
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一ス ・サ ー ビス と呼 ん でい る
。 この サ ー ビスは,各 種 の情 報 を 体 系 的 に整 理

蓄積 して ユ ーザ に デ ー タ伝 送網 を通 じて提 供 す る もの で,1970年 以 降 欧 米 特

に 米 国 で急 速 に成 長 して きた。 米 国 の イ ンタ ーナ シ ョナ ル ・デ ー タ社 の 調 査

に よ る と,米 国 の オ ン ライ ン ・デ ー タベ ース ・サ ー ビ ス市 場 は1978年 の5億

4,600万 ドルか ら1979年 には6億8,300万 ドル へ と増 加 して お り,将 来 予 測 に

よる と1981年 に は10億 ドル,1983年 には16億 ドル を超 え る もの と見 積 も られ

て い る(第1-2-62表 参 照)。

欧米 に お け る デ ー タベ ース の数 は1978年 時 点 で403件 で,国 別 で は全 体 の

70%(284件)を 米 国 が 占め て い る(第1-2-63表 参 照)。 また,オ ン ライ

ン ・デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス提 供者 につ い ては 現 在 欧 米諸 国 では118の 提 供

者 が あ り,そ の半 数 を 米 国 の 提 供者 が 占 め て い る(第1-2-64表 参 照)。

また,ヨ ー ロ ッパ に お け る オ ンライ ン ・デ ー タ ベ ー ス利 用 件 数 を見 る と,

第1-2-65表 の よ うに,米 国系 サ ー ビス へ の依 存 度 が 年 々増 え て お り,ヨ

ー ロ ッパ 諸 国 に お け る大 きな問 題 とな って い る。 そ のた め の一 つ の対 応 策 と

して ヨー ロ ッパ 諸 国 の デ ー タベ ー スを つ な い で融 通 し合 うとい う目的 で デ ィ

ジ タ ル デ ー タ網 で あ るユ ー ロネ ッ トの 構 築 が急 がれ,1979年 末 に サ ー ビスが

開始 され て い る。

第1-2-65表 ヨー ロ ッパにおけにオンライン文献情報検索件数

と米国系サー ビスへの依存件数(ヨ ー ロ ッパ情報

サー ビス連合:EUSIDICの 推定)

論 …～一_乏1973 1974 1975 1976 1977

オ ンライ ン文献検索 の総件数

(万件)

うち米資系サ ービスへの依存件
数(万 件)

米資本系サ ー ビス利用比(%)

(参考)米 国におけるオ ンライ
ン文献検索 の総件数(万 件)

2

0.2

lo

40

6

!

17

65

12

4

33

lOO

18

8

44

130

30

不 明

不 明

200

資 料:ウ ィ リア ム・M・ 「1977年 デ ー タベ ー ス 及 び オ ンラ イ ン統 計 」1977年

電 電 公 社 資 料 に よ る。
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(4)進 展 す るデ ィジ タ ルデ ー タ網 サ ー ビス

近 時,デ ー タ通 信 等 の 需 要 の増 大 に 伴 い,高 品質 ・高 速 で経 済 的 な シ ステ

ムを 構 築 す る こ とが で き る新 しい ネ ッ トワ ー クに対 す る ニ ー ズが 高 ま って き

た 。 こ のた め,欧 米 主要 国 の ほ とん どは パ ケ ッ ト交 換,あ る い は 回線 交換 方

式 に よ る デ ィジ タル デ ー タ網 の建 設 に取 り組 ん で い る(第1-2-66表 参

照)。

ア.米 国 の動 向

米 国 の デ ー タ通 信 サ ー ビス はAT&Tを は じめ とす る公 衆 通 信 事 業 者,

特 殊 通 信 事 業 者,衛 星 通 信 事 業 者,付 加 価 値 通 信 事 業 者 に よ って サ ー ビスが

提 供 され て お り,多 種 多 彩 な新 サ ー ビス の 提 供,サ ー ビ ス地 域 の拡 大,マ ー

ケ ッテ ィン グの 強 化,料 金 の 改訂 等 を通 じて激 しい 競 争 が 展 開 され て い る。

回 線 交 換 サ ー ビス と して は,AT&TのDSDS(DataphoneSwitched

DigitalService)が1977年6月 に条 件 付 き で認 可 を受 け て い る が,AT&T

か ら提 出 され た サ ー ビス の収 支 を 記 録 す るた め の サ ー一ビス費 用 記 録 シス テ ム

の 妥 当性 を巡 ってFCCと の 間 で 論 議 が 交 わ され て お り,サ ー ビス開 始 に は

至 って い な い。 次 に パ ケ ッ ト交 換 サ ー ビス では,以 前 か らテ レネ ッ ト社(1979

年5月 合 併 に よ りGTE一 テ レネ ッ ト社),タ イ ムネ ッ ト社 が 全 国 的 な公 衆 パ

ケ ッ ト網 サ ー ビ スを 提 供 し,ま た グ ラ フネ ッ ト社 が パ ケ ッ ト交 換 網 を 使 っ て

フ ァ クシ ミ リサ ー ビ スを 行 っ て い る。 これ に加 え てITT・DTS(Domestic

TransmissionSystemsInc.)が,1976年12月 認 可 され た デ ィジ タ ル デ ー

タ網(COM-PAK)を 使 って,1979年12月,FAX-PAKと 呼 ぽれ る フ ァ

クシ ミ リサ ー ビス を 開始 した 。

これ らパ ケ ッ ト交 換 サ ー ビスを 行 っ て い る業 者 は,付 加 価 値 通 信 業者(V

AC)で,既 存 の公 衆 通 信 事 業者 か ら回 線 を 賃 借 し,そ れ に よ って 網 を 構 築

す る な どいわ ゆ る付 加 価 値 をつ け て再 販 売 す る,米 国 で誕 生 した 新 しい形 の

通 信 事 業 者 で あ り,そ の総 売 上 げ は,ま だ 米 国全 通 信 事 業 者 の 総 売 上 げ の約

0.8%を 占め る程 度 で あ るが,最 近 の デ ー タ通 信 サ ー ビス に対 す る 一 一 ズの

多様 化,高 度 化 を 反 映 して急 速 な成 長 を 遂 げ て い る(第1-2-67表 参 照)。
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各国におけるデ ィジタルデー タ網サー ビスの現状

国 名 事 業 老

米 副GTE一 テ ・ネ.

カ ナ タ

ト

グ ラ フ ネ ソ ト

タ イ ム ネ ソ ト

ITT・DTS

S

P

T

C

C

N

T

C

サ ー ビス 名/ネ

ッ トワー ク名

TELENET

GRAPHNET

TYMNET

FAX-PAK/
COM-PAK

デ ー タ ・バ ッ ク

イ ン フ 歩 ・ス イ

ッ チ

サ ー ビス開始

時期

1975.8

1975.1

1977.4

1979.12

1977.6

1978.8

西
　

鞠D
B PIDN 1975

方式 区分

換交トツケパ

「'

回線交換/パ
ケ ッ ト交換

陣 線 交 換
フ ラ ン ス トラ ン スパ 。列 トラ ンス ・・。 ク 1978.12

　

1パ ケ ・ 咬 換

ス ペ イ ンCTNERETD 1971 ''

EC9か 国

北 欧4か 国

デ ン マ ー ク

ス ウ ェ ーデ ン

フ ィン ラ ン ド

ノー ル ウ ェ ー

早♀委員会・・blAN・/㎞ 。,1

P T T困PDN

1979.11

1979.10

}
1979～1980

予 定

''

回 線 交 換

「欧米諸国におけるデータ通信 の動向」電気通信総 合研究所に よ り作成。

第1-2-67表VACの 売上げ の推移

(単位 コOQ万 ドル)

　V
ACl1975年

タ イ ム ネ ッ ト

ア レ 不 ノ ト

1.0

1
グ ラ フ ネ ッ ト[

i

1976年

5。O

1977年 1978年1979年1・98・ 年

10.0

4.1

16.5

8.9

E

53

P

24.0

16,0

P

35.0

E

O4

年平均増加率

41.2%

(1975～80)

98.5%

(1977～79)

14.3%

(1978～79)

フ ロ ス ト ア ン ド サ リバ ン 資 料 に よ る。

(注)P:計 画値,E:推 定 値
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また,AT&Tの パ ケ ッ ト交 換 方 式 に よ る公 衆 デ ー タ交 換 網 で あ るACS

(AdvancedCommun圭cationService)は1978年7月,既 に認 可済 み のDDS

(DataphoneDigitalService)やDSDSの デ ィジ タル 設 備 を 用 い ての 提 供

許 可 を求 め る確 認 決 定(declaratoryruling)の 申 請 を 行 い,1979年7月 タ

リフ申請 を提 出す る予 定 で あ った。 と ころ が 予 期 しな い ソフ トウ ェア の問 題

が起 きた と して,AT&TはACSの 開 始 延 期 を 表 明 した 。 これ に対 して

1980年3月,FCCはACSの シス テ ムの 基 本 的 要素 が 不 明 で あ る こ と,ま

た料 金 や 維 持 費 等 が 提 出 され な か った た め 確 認 決 定 申 請 を 却 下 して い る。

また サ テ ライ ト ・ビジ ネ ス ・シ ステ ム ズ(SBS)社 は1980年10月 に打 上 げ

を予 定 して い る衛 星 を 利 用 したSBSシ ステ ムを 計 画 して い る の に対 し,ゼ

胃 ッ クス社 も衛 星 を 使 い1981年 ま で に サ ー ビス開 始 を 予 定 して い るXTEN

(XeroxTelecommunicationNetwork)計 画 を 進 め て い る(第1-2-68

第1-2-68表ACS,XTEN,SBSの シ ス テ ム 比 較

＼ 営ステム名
＼

＼

比較項目 ＼

ネ ッ トワ ー ク ・

タ イ プ

接 続 技 術

伝 送

最大伝送速度

対 象 ユ ー ザ

(企業規模)

機 能

用 途

ACS XTEN

企業内及び企業間
通信

公衆網部分以外は
地上回線

アナ ロ グ及 び デ ィ

ジ タル

56kb/s

小 ・中 ・大

蓄積 ・転 送,蓄 積

デ ー タの ユ ーザ ・
ア クセ ス,放 送機

能

デ ー タ,メ ッセ ー ジ

企業内及び企業間
通信

マ イ ク ロ ウ ェ ー ブ

及 び 衛 星

デ ィジ タル

256kb/s

中 ・大

蓄 積 ・転 送,蓄 積
デ ー タの ユ ー ザ ・
ア クセ ス,放 送 機

能

メ ッセ ー ジ,デ ー

タ,フ ァ ッ ク ス,

ビ デ オ

SBS

企業内通信

衛星(必 要に応じて
市内回線を使用)

デ ィジ タル

6。3Mb/s

大

ア
放

畠

,

ク

ン
ツ

ヨ

ミ

シ
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【
能

イ

ケ
機

ダ
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音

デ

メ

(注)電 気通信総合研究所資料に よる。


